
参考資料集

学びの支援の充実 及び
学び直しを促進するための環境整備に関連して

令和４年３月

資料５



Ⅰ．新たな時代に対応する学びの支援
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奨学金制度の概要（学部生の全体像）

無利子奨学金(貸与） 有利子奨学金(貸与）

家計急変対応
（高等教育の修学支援新制度）

家計急変対応
(有利子奨学金の応急採用）

 最大144万円〔年額〕 最大76.8万円〔年額〕

高等教育
の

修学支援
新制度※

家計急変対応
（無利子奨学金の緊急採用）

所得連動型返還制度（所得の９％） 有利子に所得連動型返還制度はなし

固定利率／変動利率
令和４年３月貸与終了者

利率固定：0.369％ 利率見直し：0.040％
無利子に利率はなし

減額返還制度
（一定期間、当初割賦金額を2分の1あるいは3分の1に減額。 ※年収325万以下（給与所得者）などの場合に対象）

返還期限猶予制度
➣ 経済困難（年収300万円以下（給与所得者））等の理由により、通算10年の猶予が可能。

返還免除制度
➣ 死亡または精神若しくは身体の障害 ➣業績優秀者免除制度（大学院生かつ無利子）

自治体による地方の企業に就職する場合の返還支援制度
（33府県、487市町村で実施〔R3〕。多くは、３～5年間、当該自治体域内に就職かつ居住することで、当該自治体より返還を支援）

企業が本人に代わって返還を行う支援（代理返還制度）
（一部企業にて実施。企業は返還額を損金算入可。企業から機構に直接返還（※）することで、

本人の所得とせず、課税の対象としない仕組み。 ※R3.4より実施）

貸
与
型
奨
学
金
の
返
還
支
援

多子世帯への対応（新制度）
（扶養している子どもの数が反映される課税標準額を

基準に算定）

 給付型奨学金 最大91万円〔年額〕
 授業料等減免 最大70万円〔年額〕

R４予算案:5,601億円
対象人数：59万人
※世帯年収に応じて、
2/3,1/3の支援

R４事業費:2,523億円
対象人数：46万人

R４事業費:6,150億円
対象人数：72万人

多子世帯への対応（貸与型奨学金）
（子どもが2人を超える世帯に対しては、超える人数につき特別控除

（返還不要）

～380万円程度 （※１）
（380万～500万）

～800万円程度 （※２）
（740万～850万）

～1,150万円程度 （※３）
（1,100万～1,200万）

（※１）両親・子２人の場合。括弧内の幅の目安は、共働きかどうかや、子の年齢によって異なる。
（※２）（※３）両親・子２人の場合。括弧内の幅の目安は、国公私立大学かどうかや、自宅生・自宅外生か等によって異なる。

※ 消費税率10％への引上げにより財源を確保し、
令和２年４月より実施。
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高等教育の修学支援新制度※(給付) 
R４予算案：約59万人を対象
※R2実績：約27万人

～400万円未満の学生数に
占める利用率：約52％

（子どもの数、その他の条件により、実際に対象となる
年収は、個人によって異なる。）

（出所）グラフは（独）日本学生支援機構（JASSO)「平成30年度学生生活調査」 「家庭の年間収入別学生数の割合（大学昼間部）」より

無利子奨学金
R４予算案：約46万人を対象
※R2実績：約44万人

～約800万円未満の学生数に
占める利用率：約24％

（子どもの数、その他条件により、実際に対象
となる年収は、個人によって異なる。）

有利子奨学金
R4予算案：約72万人を対象
※R2実績：約71万人

～約1,100万円未満の学生数に
占める利用率：約26％

（子どもの数、その他条件により、実際に対象となる
年収は、個人によって異なる。）

（単位：％）

（世帯の年間所得総額（税込額））

全学生数のうち、約３～４割がJASSOの奨学金を活用。
また、民間の奨学金も含めると、奨学金制度を利用する学生の割合は、約半数。（※JASSO「平成30年度学生生活調査」）

学生の経済的な状況について

3
（注） 各制度は大学学部、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）、通信課程における支援対象人数を計上。

※ 消費税率10％への引上げにより財源を確保し、令和２年
４月より実施。



最大：私学70万円／年

学部 約261万人

 貸与型奨学金により幅広くカバー
 修学支援新制度を創設し、低所

得世帯への手厚い対応を開始

大学院【修士課程】 約17.9万人 大学院【博士課程】 約7.5万人

 貸与型奨学金により幅広くカバー
 令和４年度において、優秀者返還免除制度

の内定制導入や、授業料免除の予算を拡充

 近年、若手研究者支援（研究力強化対応）の観点か
ら、給付型の支援を充実特

徴

授
業
料
支
援
等

貸
与
型
奨
学
金

（国立）R４予算案 101億円 約19,000人
※大学院分予算額を収容定員で案分

人数については、全額免除換算

（私立）R４予算案 7億円 約4,000人
※大学院分予算額を学生数で案分
人数は補助実績に基づく試算

各大学の授業料免除制度
（国立）R４予算案 49億円 約9,000人

※大学院分予算額を収容定員で案分
人数は全額免除換算

（私立）R４予算案 2億円 約1,000人
※大学院分予算額を学生数で案分
人数は補助実績に基づく試算

各大学の授業料免除制度

貸与型奨学金

※貸与終了者のうち3割が全免若しくは半免
○ R３年度 70億円 6,370人（実績）

優秀者返還免除制度

○有利子奨学金 【本人年収～約530万】
最大：180万/年(月15万)
R4事業規模：45億円 約5,000人

○無利子奨学金 【本人年収～約290万】
最大：106万/年（月8.8万）
R4事業規模：360億円 約43,000人

○有利子奨学金【世帯年収～約1,100万】
最大：144万/年(月12万)

○無利子奨学金【世帯年収～約800万】
最大：私学自宅外77万/年

（月6.4万）

貸与型奨学金 貸与型奨学金

※貸与終了者のうち45%が全免若しくは半免
○ R3年度 21億円 827人（実績）

○有利子奨学金 【本人年収～約710万】
最大：180万/年(月15万)
R4事業規模：4億円 約500人

○無利子奨学金 【本人年収～約340万】
最大：146万/年（月12.2万）
R4事業規模：65億円 約5,000人

優秀者返還免除制度

R4事業規模：8,673億円、118万人

※高等専門学校、専門学校、通信教育、海外留学を含む

R4予算案 5,196億円、59万人

【年収～380万円】
※高等専門学校、専門学校、通信教育を含む

学部・大学院生の経済的な支援に関する全体像

＜若手研究者支援＞
 既に年180万円以上の支援を受給 約7,500人

・特別研究員(DC)（研究奨励金240万円を支援＋科研費申請可能）
R4予算案 104億円 等

 新たな博士後期課程学生支援 約8,800人
・次世代研究者挑戦的研究プログラム

（生活費相当額180万円以上＋研究費を支援）
R3補正 400億円 等

※ 消費税率10％への引上げにより財源
を確保し、令和２年４月より実施。

授業料等減免

最大：私学自宅外91万円／年
給付型奨学金

修学支援新制度
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平成28年度以前 平成29年度以降

14,400円

○所得連動返還方式（無利子のみ）

○定額返還方式
返還月額
【円】

返還月額
【円】

年収
（所得）【万円】

2,000最低
返還月額

年収
（所得）【万円】

返還月額
【円】

返還のモデルケースとして、無利子奨学金の
私立自宅生の貸与額（貸与総額259.2万円、
貸与月額5.4万円、貸与期間48月）を設定

学生は、貸与開始時に返還方法を
選択し、貸与終了時まで変更可能

144

年収に応じた
返還月額

選
択
制

年収にかかわらず
返還月額は一定

（26）

無利子奨学金の所得連動返還方式のイメージ

○無利子貸与型奨学金の返還負担を軽減する観点から、平成29年度より、定額返還方式に加えて、卒業後の所
得に応じて一定割合を返還する仕組み（所得連動返還方式）を導入。

5（返還猶予/減額返還を利用した場合）



日本 無利子奨学金 所得連動返還方式 オーストラリア HECS

支援の
形態

在学中の学生に、現金を貸与
授業料などの学費や生活費にあてる

在学中は授業料を徴収しない

対象 学力・経済状況の要件あり 希望者全員

返還／納付
方法

卒業後の所得に応じて返還／納付
（日本は所得の9％、オーストラリアは所得の1～10％）

導入時期
背景

平成29（2017）年度～

家庭からの給付の減少や卒業後の返還負担
の重さ、若年者の雇用状況などを踏まえ導入
（奨学金事業自体は従前より貸与制）

1989年～

それまで無償であった大学教育に、利用者負担を
導入することに伴う措置

JASSO

大学政府 学生

①奨学金

②授業料

③卒業後
所得に応じて

返還

日本の無利子奨学金（貸与）

大学政府 学生

②在学中は授業料
支払わない

③卒業後所得に応じて
源泉徴収

豪 HECS

②その他生活費
①授業料相当
を大学へ補助

6

日本の無利子奨学金（所得連動返還方式）とオーストラリアの類似制度（HECS）の比較



納税者間の不平等の是正

◯ 教育支出の公私負担割合に係る公費負担の低位性
◯ 教育支出の公私負担割合に係る国私間格差
◯ 学生一人当たり公財政支出に係る国私間格差（13倍）

取り組むべき課題
家計負担依存からの脱却

◯ 私立大学に通う学生の家計負担割合の低減
◯ 公財政支出に係る不合理で不公平な

国私間格差の是正方策の具体化

◯ 少子高齢化、産業構造の変化、グローバル化、Society5.0等新たな社会 → 人材投資の充実が不可欠
◯ 高等教育への人的資本投資の有用性 → 私立は10倍（国立は２倍）の投資効果
◯ 私立大学への公財政支出の低位性 → OECD諸国で極めて低水準

（学費が高額で学生支援体制が未整備）
◯ 家計所得による大学進学率の格差の存在 → 家計負担依存からの脱却と

大学進学の機会均等の施策が急務

背景・課題

提言（概要）

Ⅰ 私立大学等経常費補助金等の大幅な拡充
○消費税の一部を財源とし、経常的経費の２分の１補助（約1兆6,000億円）の実現によって、国私間の格差を是正する。

Ⅱ 家計負担割合の低減＝学生修学支援の新たなスキーム（「高等教育機会均等拠出金」制度の創設）の構築
○学費の２割を在学中に支払い、残り８割を卒業後、源泉徴収により社会に還元する。
○経済状況を問わず、全学生を対象とする。
○国私間における家計負担（授業料）を平準化する。
○財源は財政投融資（財投債）を充当する。
○学生支援機構の奨学金を縮小する。 〇経済的に厳しい学生には、別途、給付型奨学金を充実する。

解決すべき課題

家計負担の軽減と納税者間の不平等（国私間格差）の是正を目指して

（出所）日本私立大学連盟フォーラム（2019年5月）資料より

学生修学支援の新たなスキーム「高等教育機会均等拠出金制度」の創設に関する提言
（日本私立大学団体連合会、平成29年12月）
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大学等における修学の支援に関する法律案に対する附帯決議（抜粋）
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主な返還支援制度（JASSOへの返還について）

9

○経済的理由により返還困難となっている方のうち、

月々の返還額を減額すれば返還可能となる者に

ついて、一定の要件（収入金額325万円以下など）

を満たす場合、一定期間、月々の返還額を２分の１

または３分の１に減額し、返還期間を延長。

○在学猶予

大学、大学院等に在学中（外国の学校も含む）の場合、在学届等の

提出によって返還期限を猶予。 （通算１０年が限度）

○一般猶予

卒業後、返還が困難な方のうち、右の表の事由に該当する場合は、

願い出により返還期限を猶予。

○死亡又は精神若しくは身体の障害による返還免除

・学生が死亡又は心身の障害により返還不能になったときは、返還未済額の全部又は一部を願い出によって免除。

（無利子・有利子の全奨学生対象）

○特に優れた業績による返還免除 【無利子奨学金のみ】

・大学院において無利子貸与を受けた学生で、在学中に特に優れた業績を挙げた者として機構が認定したものには、貸与期間終了時に、全部

又は一部の返還を免除。

・大学院博士課程に進学し、奨学生として採用される段階で、返還免除者を内定できる制度あり。

猶予の事由 猶予の期間

災害 ※1 その事由が続いている期間中、１年ごと
に願い出る。
※1 災害は、原則として災害の発生から
５年以内に限る。

病気中

生活保護

入学準備 ※2 その事由が続いている期間中、１年毎に
願い出る。通算して１０年が限度。
※2 卒業後１年以内に限る。

経済困難（年収300万円以下
、給与所得者以外は200万円
以下）・失業中等

減額返還制度

返還期限猶予制度

返還免除制度

○通常返還
　（返還期限２０年の場合）

２０年間

３０年間

○減額返還制度適用
　　（最長１５年間）

５年間 １５年間

１５年間
１５年間

減額返還

１５年間：１８０回

返還：１万円/月

通常返還（２０年間：２４０回 返還：３万円/月）

通常返還

１５年間：１８０回

返還：３万円/月

通常返還の５年間相当



地方公共団体に対する特別交付税措置の概要
【都道府県】
・奨学金返還支援のため地元産業界等との間で基金を設置した場合などに、都道府県の基金への出捐額（※１）、 広報経費に対して特別交
付税措置
・対象者の要件は大学等を卒業後に当該都道府県で就職することなど（都道府県と地元産業界等が合意して要件を決定）

【市町村】
・奨学金返還支援に係る市町村の負担額（基金の設置は不要）、広報経費に対して特別交付税措置
・対象者の要件は大学・高校等を卒業後に当該地域に居住することなど

※1   都道府県の場合、当該年度の基金への出捐総額の1/2以上を出捐している場合は、出捐総額の1/2の額を対象とする。
※2 都道府県・市町村いずれも措置率0.5、上限１億円。ただし、以下の場合は措置率0.3、上限6千万円。

【道府県】20～24歳人口が流入超過 【市町村】20～24歳人口が流入超過の都道府県に所在し、かつ条件不利地域を含まない（市町村は令和４年度以降の条件を記載）
※3 地方公共団体の財政力に応じ、補正あり。

域内の企業へ若者が就職する場合等に、若者が抱える奨学金の返還を地方公共団体が支援する取組を
推進することにより、地域の産業等の担い手となる若者の地元企業への就職やＵＩＪターンを促す。

【出身地】
「指定せず」「保護者が当該地方公共団体に居住」
【就業・居住】

当該地方公共団体に居住（かつ/または就労） など
【返還支援額】

返還額の1/3、1/2、2/3、1/1など割合を指定した上で、
別途上限額を設ける

令和３年６月１日現在の
実施自治体数
３３府県

４８７市町村

若者の地元企業への就職や、
都市部からのＵＩＪターンを促進

返還を支援

※ 地方公共団体が貸与する
奨学金については返還を減免

日本学生支援機構や地方公共団体等
からの奨学金の借入れ

～地方公共団体が定める支援の要件や内容の例～

など

返還

など

日本学生支援機構や地方公共団体から借入れた奨学金返還支援に
地方公共団体が要した経費については、特別交付税措置の対象となる

10

「奨学金返還支援」による若者の地方定着の推進



○令和3年4月より、日本学生支援機構は、各企業が社員に対して実施している奨学金の返還支援（
代理返還）について、各企業からの直接送金を受け付けることとした。

○制度開始直後の令和3年4月には65社が本制度に登録し、45人が支援対象となったが、令和4年1月に
は、239社、723人まで拡大している。

11

日本学生支援機構貸与型奨学金 企業による奨学金の代理返還制度

返還

日本学生
支援機構

令和3年4月1日～
企業⇒機構への直接送金も可能に

１. 制度の概要

奨学金
返還分を支給

送金
返還支援後の
残額のみ返還

日本学生
支援機構

企業 返還支援
対象者

～令和3年3月31日
企業⇒返還者⇒機構のみ

企業

２. 本制度を利用する場合（企業から機構へ直接送金すること）の課税関係

返還支援
対象者

①【所得税】非課税となり得る（※） ②【法人税】給与として損金算入が可能（※）

（※）個別の事例に依るため、一概には非課税と断定できない。 （※）使用人の奨学金の返済に充てるための給付にあたる

ので、給与として損金算入が可能。



教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置

【制度の流れ】

小学校
入学資金

預入金
大学

入学資金

金融機関

祖父母

教育資金を
まとめて贈与

贈与資金を
預入 払出し

（教育目的）

非課税

（限度額：1,500万円）

教育目的で
あらかじめ贈与

教育費
として支出①

30歳に
達するまで

教育費
として支出③

教育費
として支出②

高校
入学資金

払出し
（教育目的）

使い残しがあれば
贈与税を課税

【教育費の範囲】
（１）学校等の入学金、授業
料など

（２）塾や、スポーツ又は文
化芸術をはじめとする習い
事など（23歳未満に限る。）

【令和３年度税制改正の概要】

○ 制度の適用期限を２年間延長（平成25年４月１日：制度開始～令和５年３月31日まで）

○ 祖父母が亡くなった場合、孫が23歳以上であれば残高を相続財産に加算（孫が在学中の場合を除く）

○ 受贈者が贈与者の孫等である場合、贈与者死亡時の残高に係る相続税額に２割加算を適用する。

○ 認可外保育施設について、１日当たり５人以下の乳幼児を保育する施設を加える。（都道府県知事等から証明書の交付を受けているものに限る。）

○ 教育資金非課税申告書等について、書面による提出に代えて、記載事項の電磁的方法による提供を可能とする。

【制度概要】

○ 祖父母（贈与者）は、孫（受贈者）名義の金融機関の口座等に、教育資金を一括して拠出。この資金につき、孫ごとに
1,500万円（学校等以外の者（塾や習い事など）に支払われるものについては500万円が限度）を非課税とする。

○ 教育資金の使途については、金融機関が領収書等をチェックし、書類を保管。

払出し
（教育目的）

孫

現 行 ：贈与から３年以内に祖父母が亡くなった場合→孫が23歳以上であれば相続税加算（在学中を除く）
R3改正：祖父母が亡くなった場合→孫が23歳以上であれば相続税加算の上、２割加算を適用する（在学中を除く）
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博士後期課程在学者数：75,295人（令和３年度）
（出典）文部科学省、学校基本調査

①修士課程からの進学者
約30,000人（推計）

②社会人学生・留学生
約45,000人（推計）

既に年180万円以上の公費等の支援を受給している者
約7,500人（推計）

新たな博士後期課程学生支援の対象者（令和３年度～）
約8,800人（積算）【R3補正400億円、R4予算案34億円】

約16,000人
(R4：約1,000人増)

 特別研究員(DC)  【R4予算案104億円】
約4,200人（研究奨励金240万円/年＋科研費申請可能）

など

※①及び②は、博士後期課程学生の入学者における社会人数及び留学生数を在学者数で換算した
推計値で、一部重複もあり得る。

第６期科学技術・イノベーション基本計画：2025年度までに、生活費相当額を受給する博士後期課程学生を
従来（※約１割）の３倍（＝約22,500人）に増加

1. 概況（R4年度）

2. 目標

 博士後期課程学生の処遇向上と研究環境確保
 大学フェローシップ創設事業

約2,000人（R4：約1,000人増）
 次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）

約6,000人
 創発的研究を支える博士課程学生等へのRA支援充実

約 800人

我が国の博士後期課程学生支援の概況と目標
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日米のインターンシップの違い

14

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より



◆ 大学院教育の一環として行われる長期間かつ有給の研究インターンシップの普及により、これらのことを文化として社会に定着させる。
もって、Society 5.0に相応しい雇用の在り方と高等教育が提供する学びのマッチングを図る。

・優秀な大学院学生が、安心して博士課程への進学を選択できる環境にあること
・今後拡大が見込まれるジョブ型採用を見据え、産業界と大学が連携して大学院教育を行い、国際競争に耐え得る研究力に裏打ちさ
れた実践力を養成すること
・学業に支障をきたすことなく、学生の成長にとって有意義なインターンシップが行われ、学修成果を活用した採用活動が行われること

ジョブ型研究インターンシップの概要

2.ジョブ型研究インターンシップの概要

３.ジョブ型研究インターンシップの推進体制とスケジュール

◆ 今後拡大が見込まれる「ジョブ型採用」を見据え、大学院教育の一環として行われる研究インターンシップ

◆ 産学の共通認識を確立するため、先行的・試行的取組から実施

◆ ジョブ型研究インターンシップ（先行的・試行的取組）の要件
• 研究遂行の基礎的な素養・能力を持った大学院学生が対象（当面の間、博士課程学生であって、学生の専攻分野は自然科学系を対象）
• 長期間（２ヶ月以上）かつ有給の研究インターンシップ
• 正規の教育課程の単位科目として実施
• 企業は研究インターンシップのジョブディスクリプション（業務内容、必要とされる知識・能力等）を提示
• インターンシップ終了後、学生に対し面談評価を行い、評価書・評価証明書を発行
• インターンシップの成果は、企業が適切に評価し、採用選考活動に反映することが可能

1. 目的

 ジョブ型研究インターンシップを推進する４８企業、５１大学によって構成される推進協議会のもとで推進（R３.12.24現在）

◆ 2021年度後期はトライアルで実施すべく、企業と学生とのマッチングを実施し、順次、インターンシップを実施。

◆ 2022年度は、トライアルの結果を踏まえ実施予定（新たな参画大学・企業の調整中） 15



Ⅱ．学び直し（リカレント教育）を促進するた
めの環境整備
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１．学び直し成果の適切な評価



提供するデータ（約500職種）
○職業解説（テキスト等）
○視覚情報（写真・動画）
○労働市場情報（官公庁統計データ）
○スキル・タスク、職業適性等（数値データ）

※職種横断的に比較可能な共通言語！

現状と課題
○ 産業・労働市場の急速な変化の中で、国全体の労働生産性を向上させていくためには、一人ひとりが持つ能力を最大限
に活かせるよう、人材配置のミスマッチを減らしていくことが必要。このため、企業（人材採用・育成）、在職者（学び・キャリ
ア形成）、求職者・学生（職業選択）が信頼して活用できる情報インフラを整備し、「労働市場の見える化」を進めていく。

○ 職業情報提供サイト（日本版O-NET）を運用し、いつでも・手軽に・無料で情報を入手できる環境を整備する。

日本版O-NETの機能

文字情報、画像・映像を用いて、各職業の詳細な情報を提供。

各職業に必要なスキル・タスク等の数値
データをグラフ等で見やすく提供。

キャリア分析機能【学生・社会人、支援者向け】

目指す職業に就くために、これから習得すべき（伸ばす
べき）スキル・知識等を明確化。

人材採用支援・職務整理支援機能【企業・支援者向け】

職業情報（１つ又は複数の組み合わせ）を基に、求める
人材の要件（スキル・知識等）を明確化。

人材活用シミュレーション機能【企業・支援者向け】

職業情報（１つ又は複数の組み合わせ）を基に、将来の
あるべき人材像と現状を比較し、人員配置や教育訓練
の検討資料を作成。

＜数値データを活かした機能＞

外部サイトとの連携機能

ハローワークインターネットサー
ビス、職場情報総合サイト等

適職探索機能

興味、価値観等から、
自己の適職が探索できる

充実の検索機能

・テーマ別検索
・B TO B職業、IT職業
等の特集ページから
検索

・仕事の性質から検索
・イメージ検索

など

職業情報提供サイト（日本版O-NET）（厚生労働省）
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【職業解説】

職業名・別名・類似職業名 職業分類・産業分類 仕事の内容

労働条件の特徴 用語解説

タスク（課業） ※
・タスク内容：10～20項目（定性データ）
・数値幅（タスク実施率）：0～1

興味 ※
・現実的、研究的、芸術的、社会的、企業的、慣
習的の６項目
・レベル幅：1～5

関係資格

各種官公庁統計データ ※

・全国及び都道府県別就業者数、労働時間、賃金、年
齢、ハローワーク求人賃金、有効求人倍率

・国勢調査、賃金構造基本統計調査等のデータ

【タスク・スキル等】

【その他】

就業経路（必要な学歴・資格等）

他サイトとの連携
・ハローワークインターネットサービス、職場情報総合サ
イト、ジョブ・カード制度総合サイト、社会人学習者向け
情報発信ポータルサイト（マナパス）、関連団体等

・ ※は定量的なデータを収集するもの

価値観 ※
・達成感、自律性、社会的認知・地位、労働条件
等10項目
・レベル幅：1～5

基盤スキル ※
・読解力、傾聴力、文章力、説明力、数学的素養
等の14項目
・レベル幅：0～7

職能横断的スキル ※
・複雑な問題解決、他者との調整、時間管理等
の25項目
・レベル幅：0～7

体系的知識 ※
・経済学・会計学、人事労務管理、通信技術等の
33項目
・レベル幅：0～5

仕事の性質 ※
・他者とのかかわり、屋外作業、反復作業等
25項目
・レベル幅：1～5（一部0～１）

学歴 ※
・「高卒未満」～「博士課程卒」までの9項目
・数値幅：0～1（該当するかどうか）

入職前後の訓練期間 ※
・「特に必要ない」～「10年超」までの10項目
・数値幅：0～1（該当するかどうか）

入職前の実務経験 ※
・「特に必要ない」～「10年超」までの10項目
・数値幅：0～1（該当するかどうか）

職業を「タスク」「スキル」等の観点から分析し、労働市場の共通言語・共通基準としてデータベース化する。具体的には職業解
説、タスク・スキル等の定性・定量データから構成される職業情報コンテンツを掲載する。

職業情報提供サイト（日本版O-NET）で提供する職業情報コンテンツのイメージ
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＜いいね機能＞
ユーザーから関心の高い講座が一目でわかるよ
うに、「いいね機能」を搭載！！

＜講座検索＞
大学・専門学校の社会人向けプログラムを中心に5,000程度
の講座を掲載！！「オンライン」「費用支援」「取得資格」等
希望に沿った条件検索も可能！！

趣 旨

＜動画紹介＞
社会人の学びに対する教育界・産業界からの
メッセージや、大学・専門学校の学習事例を紹
介！！

＜ランキング機能＞
ビジネスや健康福祉、情報といった分野別のア
クセスランキングを日々更新中！！

＜特集ページ＞
「地方創生」「就職氷河期」「経済的支援」「女
性の学び」等社会的にホットなテーマと学びを掛
け合わせて紹介！！

社会人等の学び直し情報発信ポータルサイト「マナパス」（文部科学省）（令和2年4月より本格実施）

マナパスに掲載している情報

＜学びのガイド機能＞
検索タグで性別・年代、問題意識に合わせた学びのモデル
検索（インタビュー）や実践的、経済的支援のあるプログラ
ムの検索が可能！！

その他、初学者から既習者までマナパスの使
い方がわかる「目的別マナパス利用ガイド」や就
職氷河期支援ポータルサイト「ゆきどけ荘」、職
業検索サイト「日本版O-NET」、「巣ごもりDXス
テップ講座情報ナビ」等、社会人に有益な情報
を発信するサイトとも連携！！

・令和2年度よりサイトの本格運営を開始し、1日あたりのPV数は2,500～3,000程度。
・大学（学部・研究科等）のマナパスに対する認知度は49.9％と上昇中（令和2年12月時点）。
・Yahoo！バナー広告やテレビ番組、ラジオ番組等でも紹介！マイページも９月30日に公開。
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＜会員登録＞
会員登録では、レコメンド機能やイベント機能告知機能等との連携を見
据え、性別・年代・分野・学習条件・職業等に関する情報を取得。効
果的な情報発信に繋げる。

趣 旨

マイページ機能構築の趣旨・概要

・学習に関する情報を蓄積・分析し、性別・年代・職種等のユーザーの属性に応じたコンテンツ作成・情報発信の推進。
・学習履歴の可視化を行うことで、受講生の学修意欲の喚起を行うとともに、将来的な雇用、処遇等への繋がりも検討する。
・運用を継続しながら、今後登録内容やプロモーションの仕方についても改良を図っていく。

＜マイページ画面＞

＜コンテンツ内容＞
①お知らせ機能：大学等の社会人の学びに関するイベント情報を提供。
②学習記録機能：教育機関、コース、取得資格、受講開始・修了日

を記録可能。将来的にオープンバッジ連携も視野に。
③レコメンド機能：ユーザーの登録内容に基づいて、おすすめの講座や、

イベントに関する学習情報を提供する。（完了）
④講座閲覧履歴機能：マナパス上の講座（約5,000講座）の内、ど
の講座情報を閲覧したかを把握することが可能。（完了）
⑤お気に入り機能：関心を持った講座をチェックして保存できる。（完了）
⑥通知機能：⑤でお気に入りにした講座の募集期間が始まった場合に
ユーザーに通知される機能。
⑦コメント機能：プログラムに対してユーザーがコメントを残すことができ、
他のユーザーとの情報共有を図ることが出来る。（完了）

2022年1月時点での登録者数は150名程度。コンテンツ
も整ってきているため、現在本格的な周知を実施中。

「マナパス」 マイページ機能の今後のイメージ（案）
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＜企業側が選択する要素（案）＞

・企業におけるリカレント教育を進めるにあたっての課題として「適切な教育プログラムが見つからない」という回答が多い（26.4％）
・企業における大学（院）における情報収集の方法はwebサイトや大学HPが中心だが、特に収集していない回答も多い（37.9％）
・大学等のプログラムを企業人が受講しやすくする上での、政府への要望で「ポータルサイトでの情報発信」を求める声が多い（61.3％）
・企業は教授の研究内容や会社が求めるスキルを身に付けられる講座をポイントで情報収集しているが、整理されたものがほしいとの声。
→企業（特に人事・研修担当者向け）に対して大学等のリカレントプログラムの情報提供を行い、企業におけるリカレント教育推進及び大
学・専門学校等の活用に繋げることが重要。

趣旨（問題意識）

概要
「マナパス」において「企業向け特設ページ」を作成し、企業の派遣受け入れを行っているプログラム、企業からのオーダーメード型プログラムを
検索できるようにする。また、企業に活用されているプログラム（早稲田大学スマートSE、東洋大学Open IOT等）の事例や活用企業側の声
を掲載する「企業向け特集ページ」も実装。また、関心を持った場合に企業側がアプローチできる仕組みも構築。

＜検索画面イメージ（案）＞

今後の計画

主に①検索ページの要件定義と②「マナパス」の企業向けプロモーションの2本柱で推進していく。
①は、大学や企業関係者（人材系、IT系等）へのヒアリングを行い、今年度中に要件定義を固めることが目標。
②は企業における「マナパス」の低い認知度が課題であり（「マナパス」を活用してプログラム情報を集める企業は2.4％＊経団連調査）、経済団体等とも連携して
「マナパス」の広報・周知を実施。

・地域
・学校種
・研究分野
・企業受け入れ実績(○○株式会社）
・費用（企業が活用する際の規模感）
・期間（開講時期含め）
・受講しやすい工夫（オンライン等）
・派遣受け入れ/オーダーメード型
＊大学等は既存の管理画面の企業版を作成

・講座詳細ページへ

＜マッチングイメージ（案）＞

・講座詳細ページから大学等への連絡
を可能にする。

・必要事項（企業名、課題意識、希
望する分野・内容等）を記入して送信。

・企業と大学等が互いにやり取りできれ
ばマッチングの成立。

「マナパス」での企業向けページのイメージ（案）

21
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図２ 利用者のヒアリング調査図１ ジョブ・カード作成支援サイト（仮称）の概要

調査概要 調査実施期間：2020年2月～3月

・ 実施目的 ｜現行制度の課題把握
・ 実施方法 ｜WEB調査、ヒア調査
・ ヒア項目 ｜ジョブ・カード制度の課題、要望等

〈課題・ニーズ〉

「キャリアの情報の蓄積による個人管理」

「PCや手書きだけでなく、スマホでも作成
できるようにしてほしい」

「ジョブ・カード作成までのハードル高い」

「キャリアや属性の類似した人の例示があ
ると参考になる」

「ジョブ・カード作成・活用のメリットが見え
にくい」

「利用情報が取得できず、サービスの向上につ
なげづらい」

《分析結果》

個人（学生・求職者・在職者）が、PCやスマートフォンからインターネットでアクセスし、オンラインでジョブ・カードの作成、更新を行えるようになる。

ジョブ・カード作成支援サイト（仮称）について
○ ジョブ・カードの利便性や利用継続性を向上させるため、オンライン上で作成、登録、更新できる

新たな作成支援サイト（図１）を構築する（令和４年度中の開始を予定）。
（注1）「マイナンバーの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」（令和元年６月４日デジタル・ガバメント閣僚会議決定）において、長期にわたるキャ

リア形成に資するための方策の一つとして、ジョブ・カードのデジタル化及びマイナポータルとの連携が掲げられている。

（注2）構築に先立ち、現行制度の課題把握のため、利用者のヒアリング調査を実施した（図２）。

22
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海外におけるリカレント・リスキリングに関する情報発信について

＜我が国の行政機関におけるリカレント・リスキリングに関する情報発信サイトについて＞
・「社会人の学びのポータルサイトマナパス」（文部科学省）・・・大学・専門学校等のリカレントプログラム（4,547件）を中心に掲載
・「職業情報提供サイト（日本版O-NET）」（厚生労働省）・・・職業・仕事、仕事内容、必要なスキルを中心に掲載
・「教育訓練講座検索システム」（厚生労働省）・・・教育機関、民間企業等のプログラムで教育訓練給付の対象講座を掲載
・「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」（経済産業省）・・・民間企業が実施するデジタルスキル習得講座（102件）を掲載
→4つのサイトは独立しており（相互リンク等はあるが）、個人による発見やハローワーク等におけるプッシュがないと情報にたどり着くのは難しい。

＜Aurora AI（フィンランド）＞
官民が連携して離職の際には就職情報やリカレント
教育に関して活用可能な施策の情報提供がされる。

＜主な取組＞
①2018年度に約130億円の調査費をかけて、国民の
出産、就職、離職といったライフイベントにおける課題を
把握。

②判明した課題にマッチする市場を官民連携で提供。
市場がない場合はトークンエコノミーをインセンティブとして
企業の参画を促進。

＜特徴＞
①情報の所有者は個人である点（提供するデータの範
囲を個人が決定できる。）

②各機関が、人々が求めるサービスを事前に把握、用
意でき、必要になれば提供も可能になる。

AIを活用した労働市場の分析により、地域別の失
業状況、労働ニーズ、必要なスキルを把握。

＜主な取組＞
①失業者等が、競争性ある職業やニーズのあるスキルを
リアルタイムで把握することが出来る。

②政府と連携したスキルパスポートにより、可能性のある
再就職先の情報や、その仕事に就くために必要なスキル
を学べる講座をワンストップで提供。

＜特徴＞
①前述の分析により、地域（州、地域、ストリート）の
細かい範囲で求職者や求人情報が把握できる。

②リアルタイムの雇用者・労働者の情報提供を行うことで
政府が最新かつ詳細なデータで政策立案が出来る。

＊令和3年10月時点の公開情報等を基に作成

＜Sky Hive（カナダ）＞
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【アメリカ】 Learning and Employment Record

アメリカでは、Learning and Employment Record（LER）に個人の学習データ、研修・職業訓練データ、
職務経歴や週に関する情報を蓄積し、個人・教育機関・企業・政府機関の間で共有するシステムを構築してい
る。
これにより、個人は学歴・職歴・資格に関するデータを統合管理し、効果的なスキルアップを図ることができるほか、

企業はスキル・能力を重視した人材雇用プロセスを効率化することが可能となり、教育機関は変化の激しい求人
市場のニーズに応じたカリキュラム設計やキャリアサービスを提供できるようになることが期待されている。

教育訓練
機関

学習者

企業・雇用者

LERを活用し
た従業員の
雇用

従業員のリ
スキリング

資格やスキ
ルの確認

従業員に資格
情報を発行

学歴・職歴・取得資格・軍事的教育等のあら
ゆる場所における学習を包括的にデジタルで
記録

入学や学習

学習履歴の
デジタル証明

資格情報と
求人を検索
・比較

ラーニング
アウトカム
の達成

就職

学習成果と
ジョブスキ
ルのマッチ
ング

学習成果の
共有

LERを活用した
学生受け入れ

学習者に資格
情報を発行

資格やスキ
ルの確認

LER

（参考）JETRO ニューヨークだより 2020年11月「保有スキル等の見える化手段と活用状況（アメリカ、カナダ、ドイツ）」
経済産業省、一般財団法人日本情報経済社会推進協会「内外一体の経済成長戦略に係る国際経済調査事業（人生100年時代/ポストコロナ時代の個人の活動履歴の在り方に関する調査）」
京都情報大学院大学 田中恵子氏「米国：相互運用性のあるLERの最新動向」

さらなる学習
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シンガポールのSkills Futureについて
目的・概要

●2016年から開始したキャリアサポート制度の総称。国民の労働生産性向上に向け、①教育・職業訓練・選択について十分な情報提供、
②産業界のニーズに応えられる教育、職業訓練の構築、③労働者の技術向上に対する企業等使用者側の理解促進、④職業訓練や文化
的な学習を含む生涯学習を評価する社会風土の醸成、が主な目的である。シンガポール教育省と人的資源省が中心となり施策を推進。

主なプログラム

①SGユナイテッド・ジョブ＆スキルズ
・政府直轄のジョブマッチングサービスとスキ
ル獲得支援（対象コースの紹介、月
1,200ドルの支援）により10万人の再雇
用・スキル獲得を目指す。
＊1シンガポールドル＝85.08円（2021年10月時点）

②Skills Futureクレジット/
エンタープライズクレジット

・25歳以上の全市民に指定した職業訓練
コース等に使用できる500ドルのクレジットを
支給。
・2020年10月に500ドルの追加クレジット
を支給し、40歳から60歳の市民にはさらに
500ドルを支給。
・企業に対しては、企業変革・従業員の能
力向上に充てるための1万ドルのクレジットを
支給。

③ Skills Futureワーク・
スタディプログラム

・ITE(技術教育校（日本で言う専門学
校に近い））・ポリテク（日本で言う高
専）を直近3年以内に卒業した者を対象
に、ジョブマッチングと職業訓練、金銭的イン
センティブ（5,000ドル）を提供。

④SGユナイテッドミッドキャリア・
パスウェイズ・プログラム

・コロナ禍で職を失った者を対象に、企業に
おけるOJT、または企業が提供するジョブト
レーニングコースの受講の支援。
・OJTは企業に対して手当（3,800ドル/
月）の最大90％を支援。
・トレーニングコースの受講は1,500ドルのト
レーニング手当を本人に支給。

●Skills Futureの関連施策は約30に及ぶが、主要な事項は以下の4点である。
下線部分は特にコロナ禍における雇用環境悪化に対する新規支援策。

MY Skills Future

教育省・人的資源省が合同で開発し
たプログラム情報が閲覧できるポータルサ
イト。コースへの申請・支払いもワンストッ
プで可能。＜My Skills Futureのイメージ＞

利用者のニーズに応じて、取得
スキル、費用等を一覧化

2020年SkillsFutureクレジットの使用者数は約19万人、2016年から2019年では
約53万人と対象人口の約25％を占める

提供されるトレーニング数は、情報通信、ビジ
ネス、ヘルスケア、飲食業、金融業、言語等
合計で29,479（10月12日時点）
ポータルサイトアクセス数は、2019年で約
450万アクセス。

＊令和3年10月時点の公開情報等を基に作成



（参考）学習履歴の管理を進める産学連携

26

令和４年２月18日 第３回未来人材会議 事務局資料より
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ITスキル標準（以下単に「スキル標準」という）は、各種IT関連サービスの提供に必要とされる能力を明確化・体系化した指標であり、産学にお
けるITサービス・プロフェッショナルの教育・訓練等に有用な「ものさし」（共通枠組）を提供しようとするもの概要

ITスキル標準

（出典）「ITスキル標準V3 2011 1部概要編」（独立行政法人情報処理推進機構。経済産業省）

27
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ITスキル標準の専門分野

（出典）ITスキル標準はやわかり-人材育成への活用-（独立行政法人情報処理推進機構）

28
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IT関係の国家試験・国家資格

（出典）独立行政法人情報処理推進機構より抜粋

29



グローバル企業における人材育成の事例

30

令和３年12月７日 第１回未来人材会議 事務局資料より



欧米で進む人的資本の開示の動き

31

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より
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◆Job Description（ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｨｽﾄの例(簡易版))

項目 内容
職種(職務名称) データサイエンティスト（マネージャｰ）

ポジション名 A事業部 データサイエンテイスト(部長)

日立グローバル
グレード(HGG)

C

レポートライン A事業部長
職務概要・責任・期待行動 データサイエンスの観点で顧客の経営課題を解決する。

・顧客との対話を通し、顧客課題を抽出し、分析結果から「あるべ
き姿」を導き出し、解決策（ソリューション）を提案する。

・社内関係者・同僚と協働しながらプログラムの開発、実装までPJ
をリードする。

必要な
能力・スキル
(教育・資格・実績)

・日立ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ資格2級以上・英語力（TOEIC 800点以上)
・多様なステークホルダーとの質が高い人脈形成力
・コンプライアンスに対する正しい理解と高い意識

必要な経験 ・IT、又はOT業界において、5年程度の実務経験
・50億円以上の海外ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ経験・3年以上の管理職経験

令和４年１月24日 第１回教育未来
創造会議ワーキング・グループ
委員提出資料より

ジョブディスクリプションの例（日立製作所）



キャリアの二毛作

33

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より



2030年に必要とされるスキル

34

令和４年２月18日 第３回未来人材会議 事務局資料より



デジタル社会における人材像

35

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より



海外における産業界のスキル可視化の取組

36

令和４年２月18日 第３回未来人材会議 事務局資料より



産業界が求める資質・能力・知識

37

令和４年２月18日 第３回未来人材会議 事務局資料より



経済産業省「人材版伊藤レポート」の公表

38

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より



副業・兼業の管理モデル

39

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より



スタートアップへの兼業・副業、出向や客員起業家への支援（経済産業省）

40

令和４年１月18日 第２回未来人材会議 事務局資料より
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キャリアコンサルティング・キャリアコンサルタントの概要

≪各領域におけるキャリアコンサルタントの活動内容・役割≫

【ハローワークなど労働力需給調整機関】

◇ 求職者の職業選択の方向性・職業生活設計の明確化
◇ 上記を通じた就職活動の支援又は職業訓練機関への橋渡し

【教育機関】

◇ 学生の職業選択・職業生活設計・学びの方向性の明確化
◇ 上記を通じた円滑な就職活動の支援

【企業】

◇ 被用者の目指すべき職業生活・職業生活設計の
明確化

◇ 上記を通じた就労意欲・能力開発の意欲の
向上や「気づき」の機会の提供
(リテンション・エンゲージメント機能)

！

○ キャリアコンサルタントは、本人の興味・適性の明確化や職業生活の振り返り（どんな能力があって、何が課題
なのかの確認）を通じて職業生活設計を支援し、職業選択や能力開発の自信・意欲の向上、自己決定を促す支援
（キャリアコンサルティング）を行う者。

※第189回通常国会で成立した勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律（平成27年法律第72号）による職業能力開発促進法（昭和44年
法律第64号）の一部改正により、平成28年４月１日より「キャリアコンサルタント」を名称独占の国家資格化。

○ キャリアコンサルタントは、５年ごとの更新制とすることで、最新の労働市場等に関する知識やキャリアコンサ
ルティングに関する技能が確保され、また、守秘義務等を課すことで、個人情報や相談内容の秘密が守られ、労働
者等にとって安心して相談を行うことが可能。

【内部労働市場での対応】 【外部労働市場での対応】

キャリアコンサルタントについて

○ 労働者の職業の選択、職業生活設計、職業能力の開発及び向上に関する相談に応じ、助言及び指導を行うこと
（職業能力開発促進法第２条第５項）

キャリアコンサルティングについて

本人の希望・能力
と課題の明確化

長期的なキャリアプ
ランと当面の目標の

設定

「職業能力開発」など
具体的な行動の実行

新たな職業又は
キャリアアップへ

【一般的な流れ】



第11次職業能力開発基本計画（令和３年度～令和７年度）（概要）
新型コロナウイルス感染症の影響によるデジタル技術の社会実装の進展や労働市場の不確実性の高まり、人生100年時代の到来による労働者の職業
人生の長期化など、労働者を取り巻く環境が大きく変化していくことが予想される中で、企業における人材育成を支援するとともに、労働者の主体的な
キャリア形成を支援する人材育成戦略として、職業能力開発施策の基本的方向を定める。

このほか、技能継承の促進、国際連携・協力の推進（技能評価システムの移転、技能実習制度の適正な実施）に係る施策を実施する。また、新型コロナウイルス感
染症の影響等により新たな施策が必要な場合には、本計画の趣旨等を踏まえて機動的に対応する。

今後の方向性

○ 教育訓練給付におけるIT分野の講座充実に向けた関係府省の連携、公的職業訓練におけるIT活用スキ
ル・ＩＴリテラシー等の訓練を組み込んだ訓練コースの設定の推進

○ オンラインによる公的職業訓練の普及、ものづくり分野の職業訓練におけるAR・VR技術等の新たな技
術の導入に向けた検討

○ 企業・業界における人材育成の支援、中小企業等の生産性向上に向けたオーダーメイド型の支援の実施
○ 教育訓練の効果的実施等に向けた企業におけるキャリアコンサルティングの推進

○ 企業へのセルフ・キャリアドックの導入支援、夜間・休日、オンラインを含めた労働者個人がキャリア
コンサルティングを利用しやすい環境の整備、キャリアコンサルタントの専門性の向上や専門家との
ネットワークづくりの促進、企業の人材育成の取組への提案等に向けた専門性の向上

○ IT利活用等の企業横断的に求められる基礎的内容を中心とする動画の作成・公開、教育訓練給付制度の
対象講座に関する情報へのアクセスの改善

○ 教育訓練休暇や教育訓練短時間勤務制度の普及促進、社内公募制などの労働者の自発性等を重視した配
置制度の普及促進

○ 地域訓練協議会等を通じた産業界や地域の訓練ニーズを反映した職業訓練の推進、産学官が連携した地
域コンソーシアムの構築・活用促進

○ 技能検定制度・認定社内検定の推進、ホワイトカラー職種における職業能力診断ツールの開発、日本版
O-NETとの連携

○ ジョブ・カードの活用促進
○ デジタル技術も活用した在職者・離職者、企業等への情報発信の強化

○ 企業での非正規雇用労働者のキャリアコンサルティングや訓練の実施、求職者支援訓練の機会の確保
○ 育児等と両立しやすい短時間訓練コースの設定、訓練受講の際の託児支援サービスの提供の促進
○ 就業経験の少ない若者に対する日本版デュアルシステムや雇用型訓練の推進、地域若者サポートステー

ションにおけるニートや高校中退者等への支援の強化
○ 高齢期を見据えたキャリアの棚卸しの機会の確保、中小企業等の中高年労働者を対象とした訓練コース

の提供
○ 障害者の特性やニーズに応じた訓練の実施、キャリア形成の支援
○ 就職氷河期世代、外国人労働者など就職等に特別な支援を要する方への支援

基本的施策

産業構造・社会環境の変化を踏まえた
職業能力開発の推進

Society5.0の実現に向けた経済社会の構造改革の進

展を踏まえ、ＩＴ人材など時代のニーズに即した人材育
成を強化するとともに、職業能力開発分野での新たな
技術の活用や企業の人材育成の強化を図る

労働市場の不確実性の高まりや職業人生の長期化
等を踏まえ、労働者が時代のニーズに即したスキル
アップができるよう、キャリアプランの明確化を支援す
るとともに、幅広い観点から学びの環境整備を推進す
る

労働者の自律的・主体的なキャリア形成の推進

中長期的な日本型雇用慣行の変化の可能性や労働
者の主体的なキャリア選択の拡大を視野に、雇用の
セーフティネットとしての公的職業訓練や職業能力の
評価ツール等の整備を進める

労働市場インフラの強化

希望や能力等に応じた働き方が選択でき、誰もが
活躍できる全員参加型社会の実現のため、すべて
の者が少しずつでもスキルアップできるよう、個々
の特性やニーズに応じた支援策を講じる

全員参加型社会の実現に向けた
職業能力開発の推進
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Ⅱ．学び直し（リカレント教育）を促進するた
めの環境整備
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２．学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備



関係省庁において各施策を有機的に連携・充実し、リカレント教育を推進。 ※昨年8月に関係省庁連絡会議を立上げ

文部科学省実践的な能力・スキルの習得のための大学・専門学校
等を活用したリカレント教育プログラムの充実経済産業省我が国の競争力強化に向けた

機運の醸成・環境の整備
● デジタル・グリーン等の成長分野における
人材育成の推進

・地域のDX及び産業のDXの加速に向けたデジタル人材の育成・確
保のためのプラットフォーム構築【地域デジタル人材育成・確保推進
事業】

・デジタルスキル標準の整備
・専門的・実践的な教育訓練講座による高度な専門性の習得を通
じたキャリアアップ・教育訓練給付制度(厚生労働省)との連携【リス
キル講座（第四次産業革命スキル習得講座認定制度）】

● 価値創出の源泉である人材力の強化
・先端分野で求められる高度な専門性を有する研究開発人材の育
成【高等教育機関における共同講座創造支援補助金】

・新規事業創造につながる創造性リカレント教育【大企業等人材によ
る新規事業創造促進事業】

リカレント教育の推進に関する関係省庁の施策

● 大学等における「リカレントプログラム」の開発・拡充に向けた支援
・産学連携による実践的なプログラム開発支援（短期、オンライン等含む）
・就職・転職に繋がるリテラシー・リスキルレベルのプログラム開発・実施【DX等成長分野を中心
とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業】

・リカレント教育推進のための専門人材の育成【持続的な産学共同人材育成システム構築事
業】

・社会人・企業等のニーズに応じた実践的・専門的プログラムに対する大臣認定の促進・教育
訓練給付制度(厚生労働省)との連携（職業実践力育成プログラム（BP）、キャリア形成
促進プログラム）等

● リカレント教育推進のための学習基盤の整備
・社会人向け講座情報へのアクセス改善・学習歴の可視化【社会人の学びの情報アクセス改
善に向けた実践研究】 等

・リカレントプログラム開発・実施に向けたガイドラインの策定・横展開【大学等におけるリカレント
講座の持続可能な運営モデルの構築】

・女性のキャリアアップに向けた学び直しとキャリア形成の一体的支援【女性の多様なチャレンジに
寄り添う学びと社会参画支援事業】

職業能力開発、環境整備のための支援 厚生労働省
● 企業（在職者）に対する支援
・企業が雇用する労働者に対して職業訓練を実施した場合の、訓練経費等の助
成【人材開発支援助成金】

・企業が教育訓練休暇制度を導入した場合の助成【人材開発支援助成金】
・民間の教育訓練機関等による、企業の実情に応じたオーダーメイドの在職者向け
訓練の提供【生産性向上支援訓練】

● 労働者の主体的な学び・学び直しに対する支援
・労働者が主体的に学び・学び直しに取り組み、厚生労働大臣が指定する教育訓
練を修了した場合の受講費用の一部の給付【教育訓練給付制度】

● 離職者に対する支援
・民間の教育訓練機関等による、離職者向け無料の職業訓練の提供【公共職
業訓練・求職者支援訓練】

● キャリア形成支援
・キャリアコンサルティングを受けられる環境整備の促進のため、労働者に対する
キャリアコンサルティングの実施、企業に対するキャリアコンサルティングの導入支援
【キャリア形成サポートセンター事業】 等 44



具体的な取組・スケジュール

就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業（文部科学省）
令和2年度第3次補正予算額 13億円

背景 課題あああああああああああああああああああああああ
あああああああああああああ

新型コロナウイルス感染症の影響により、非正規雇用労働者等を中心に失業者が約196万人に拡大。解雇等見込み労働者数も約10万人。
このため、文部科学省と厚生労働省、経済産業省が連携し、大学等において非正規雇用労働者や失業者等を対象に、デジタル人材等成長分
野の人材育成から就職支援等を一体的に推進し、受講生のキャリアアップに繋げる。（人数は2020年11月時点）

事業内容・事業実施イメージ

非正規雇用労働者、失業者、希望する就職ができていない若者等の支援
として、全国の大学等を中心とした連携体制において、即効性があり、かつ質
の高いリカレントプログラムの発掘・開発を行い、オンラインと対面を組み合わせ
集中的に提供する体制を整えることにより、全国のリカレント教育のニーズに応
え、受講生の円滑な就職・転職を促す。

令和3年度事業実施大学：22都道府県・40大学・63プログラム
（主な分野：デジタル、医療・介護、地方創生、女性活躍 等）

＜具体的な取組＞
実施大学等（国公私立大学・短大、高専）が他大学、地方公共団体、企業、経済

団体等と連携し、企業や地域の実情に応じたリカレントプログラムを開発・実施。また、ハ
ローワーク等と連携した就職・転職支援を行い、DX分野、医療介護等、社会的にニーズが
高まっている業種への就職・転職を実現する。

＜事業実施のスケジュール＞
・令和3年 3月中旬～4月中旬：事業公募期間

6月中旬 ：採択決定・公開、大学等への通知
7月上旬～ ：プログラムの出願・順次プログラム開始

・令和4年 ３月中旬 ：プログラムの成果の取りまとめ・報告

非正規雇用労働者
失業者リカレントプログ

ラムの提供
大学等 就職・転職委託

国

背景・必要性

本事業の文部科学省、厚生労働省、経済産業省の連携イメージ

連携企業/団体

労働関連行政
（厚労省、地方行政）IT分野の教育

キャリアデザイン
就職支援
未就労者への広報
教育系企業との連携

・A大学「失業者向けITリカレント教育プログラム」

事業実施委員会

ハローワーク

自治体労働局

その他、キャリアコンサルタントと
の連携や、連携企業へのインタ
ーンシップ等で就職・転職の後
押し。

IT企業 企業の
IT部門

業界
団体

大学

文部科学省 厚生労働省

・プログラムの開発・実施 ・職業訓練受講給付金による
受講者への経済的支援

・労働部局、ハローワークへの
協力依頼

・受講者への就職・転職支援
（ハローワーク、企業等と連携）

経済産業省
・産業界の求める人材ニーズの発
掘、関係省庁への情報提供
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Lv.1: ITパスポート合格レベル

就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業の事例①

山口大学
「DX-Ready人材育成プログラム」

【プログラムの目的】
いま，多くの企業から求められているデジタルトランスフォーメーション(DX)を担う人材を短期集中で育成する。

【プログラムの特徴】
受講者全員にタブレットPCを配布し，オンライン講義と演習によってレベル１からレベル３まで段階的・実践的
に教育を行う。

【企業・産業界との連携】
教育プログラムの開発・実施にあたり，山口県内の企業および業界団体，DX先進企業と連携。

【就職・転職支援に向けた取組】
山口労働局および県内ハローワークとの連携体制整備。また，求職者・転職希望者に対しては，
専門家・専門企業による継続的な就職支援メンタリングを行い就職に結びつける。

【想定する就職先】
山口県内外の製造業，観光・飲食業，その他，RPAによる業務効率向上，
BPO（バックプロセスアウトソーシング）を推進しようとする企業

【受講期間・定員・目標】
受講期間：４カ月

（レベル１：2カ月，レベル2, 3：各1カ月）

定員： ４０名
目標： 就職・就業率67％以上

【社会人の受講しやすい工夫】
オンライン授業を活用し，夜間または土日集中で教育を実施。要件を満たす受講者は職業訓練受講給付金の対象。

Lv.3: AI×データを活用した生産計画の
立案・市場需要予測ができる

Lv.2: RPAによる業務改革・自動
化ができる
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就職・転職支援のための大学リカレント教育推進事業の事例②

国立大学法人 福井大学
「産学官金連携による「ふくい型アプレンティス」プログラム（企業ＩＴ人材養成）」

【プログラムの目的】高度IT技術を習得した人材の確保が地域産業界から強く求められており、その基礎となるデータサイエンスやビジネスス
キルをベースとし、就業に直結する高度スキルまでを段階的・体系的に習得するカリキュラムを通じ、地域共創に寄与することを目的とする。

【プログラムの特徴】福井大学が、労働局・ハローワークや企業、金融機関、県内大学等と協力し、プログラムの受講者を募集の上、アプレン
ティス制度（高度技術習得制度）の地域エコシステム版を実施する。UIターン希望者への各種補助他、本事業に福井県が全庁体制で支援する。

【企業・産業界との連携】本事業は、受講者の就職支援と地域共創が同時に達成されるべく、「産・学・官・金」で構成する事業実施委員会
を中心に推進する。

【就職・転職支援に向けた取組】受講前に就職を目的とする本プログラムの受講に係る心構え、就職意識、キャリア形成についての意識付け
や、プログラム期間を通じてキャリア形成支援を行い、福井労働局・ハローワーク・福井県と連携し就職支援を行う。

【想定する就職先】 高度IT技術を習得した人材を求める地域企業や自治体・公共団体等
【受講期間・定員・目標】 ２カ月・３０名・就職・就業率80％

【社会人の受講しやすい工夫】金曜日夜間や土曜、日曜日を中心に開講することとし、オンラインコンテンツ補講や講義アシスタントの配置、
短期集中開講科目も取り入れ、受講のしやすさと教育効果に工夫を行う。要件を満たす場合には職業訓練受講給付金の対象となる。

コア科目プログラム

受講者募
集

スキル養成科目 アプレンティス科目

2ヶ月＋就業体験、計144時間以上のカリキュラム

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ、ｼｽﾃﾑ開発
企業需要の高い専門スキル

プログラム
準備期間 ベースとなる

基幹科目群
IT基礎やビジネス

スキル養成

「人々に仕事を与えたい。労働者の力で国を再建」をスローガンに米国トランプ政権が取り組んだ
高度技術習得制度。過去の学歴等に関係なく、技術を一から学び、 “Find Something New”を掲げ、
新しいキャリア、新しい仕事を見つけることを受講者の目標とした。

福井大学同窓経
営者の会企業

金融機関紹介の
地域企業群

福井大学産学官
連携本部協力会

企業

プログラム

アプレンティス
（Apprentice）制度

ふくい型の
地域エコシステム

福井県ではこれまで「ふくい型」と呼ばれる、県、産業界、大学、金融機関が連携し、人材育成や産学連携プロジェクトに取り組み、エコシ
ステムとして自律的に継続発展し現在に至っている。本事業でも、福井県の全庁体制の支援の他、産業界や金融機関のネットワークを
活かして事業を推進し、事業終了後も継続したリカレント教育の礎とする。

ふくい型アプレンティス事業実施委員会

マ
ッ
チ
ン
グ
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DX等成長分野を中心とした就職・転職支援のためのリカレント教育推進事業
令和3年度補正予算額 15.5億円

• 厳しい雇用情勢における、国民のキャリアアップの実現
• 社会的ニーズのある職種における人材の育成・社会実装
• 大学等におけるリカレント教育実施に関する機運の醸成

• 失業者の受講後の就職者数
• 非正規雇用労働者の正規雇用への転換割合
• 受講者の就職・就業率

• 開発したプログラム数・受講者数
• 事業における実施大学・専修学校数

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、就業者・失業者・非正
規雇用労働者等に対し、デジタル・グリーン等成長分野を中心に就
職・転職支援に向けた社会のニーズに合ったプログラムを実施する。
大学・専門学校等が労働局、企業等産業界と連携して教育プログ

ラムを提供するとともに就職・転職等労働移動の支援も実施する。
また、成長分野を中心に、就職に必要なリテラシーレベル、就業者の
キャリアアップを目的としたリスキリングに向けたプログラムを実施する。

目的・概要 実施内容
Ⅰ.DX分野リテラシープログラムの開発・実施（大学・専門学校等）

【2,500万円×25拠点＝6.3億円】
・主に失業者・非正規雇用労働者を対象とする。就職・転職に必要な基礎的な
DX分野の能力を育成し、労働局、地元企業等産業界と連携し就職・転職に繋
げるとともに厚生労働省の職業訓練受講給付金との連携も図る。また、近隣地
域・大学等へ、開発したプログラムの横展開も図る。

Ⅱ.DX分野等リスキルプログラムの開発・実施（主に大学等）
【5,000万円×10拠点＝5.0億円】

・主に就業者を対象とする。地元企業、リスキリングに注力している企業と連携し、
応用基礎的なDX分野の能力を育成しリスキリングの推進、キャリアアップに繋げる。
・様々なタームに分けた柔軟な授業時間の設定、政府におけるデジタル人材育成
の取組と連携しながら、社会に不足するデジタル人材を輩出する仕組みを構築。

Ⅲ.重要分野のリカレントプログラムの開発・実施（大学・専門学校等）
（グリーン、医療・介護、地方創生、女性活躍、起業、イノベーション喚起等）

【1,500万円×25拠点＝3.8億円】
・主に就業者・失業者・非正規雇用労働者を対象とする。各業界と連携し就職・
転職に必要な基礎的・応用的な重要分野の能力を育成し、労働局と連携した就
職・転職支援を行うとともに、厚生労働省の職業訓練受講給付金との連携も図
る。また、近隣地域・大学等へ、開発したプログラムの横展開も図る。
Ⅳ.プログラム実施・拠点構築の支援・分析、横展開に向けた取組

【5,000万円×1拠点（民間企業等）＝0.5億円】
・プログラムの開発・実施、拠点構築に際する課題に対して助言等を行う機能を果
たす。併せて、開発したプログラムの横展開を、教育機関と連携しながら推進する。

事業イメージ

他大学
等

自治体労働局

企業
経済団体

実施大学等

Ⅰ～Ⅲ 大学等を拠点とした、産官学連携
プログラム開発実施・横展開の推進

民間企業等

・受講生の就職・転職の実現
・リカレントプログラムの拠点構築

横展開の推進

Ⅳ
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○ 人材開発をめぐる主な課題
（１）デジタル化（DX）等の急速な進展、（２）非正規雇用労働者のキャリアアップ、（３）リスキリング・リカレント教育 等

○ 外部労働市場及び内部労働市場の双方における「関係者の協働」によって、個人、企業、さらには経済社会の成長につながる
自律的・主体的かつ継続的な「学びの好循環」を、以下の①～③のプロセスを通じて実現していく。

＜ガイドラインの策定＞
 企業内における労働者の主体的かつ継続的な学び・学び直

しの促進に向けて、今後、
・基本的な考え方
・労使が取り組むべき事項

（例：求められる能力・スキル等や学びの目標の明確化・
共有、学習メニューの提供、時間面や費用面での配慮、
キャリアコンサルティング など）

・国等の支援策
等を体系的に示すガイドラインを策定。

労働政策審議会 人材開発分科会報告（概要）（厚生労働省）
～関係者の協働による「学びの好循環」の実現に向けて～

① 職務に必要な能力やスキル等の明確化、学びの目標の共有
② 職務に必要な能力等を習得するための効果的な教育訓練プログラム等の提供
③ 労働者の自律的・主体的な学び・学び直しを後押しするための支援策の展開

＜地域ごとの協議会の設置＞
 労使、教育訓練機関、労働局、都道府県、民間職業仲介機関等の関

係者間で次の事項を協議する場を法定化
・地域の人材ニーズに係る共通認識とそれに適した訓練コースの設定
・訓練受講者等の個別の状況を踏まえた検証、見直し
・訓練受講者に対するキャリアコンサルティングの促進や就職促進

＜キャリアコンサルティングの推進＞
 企業による節目ごとのキャリアコンサルティングの実施や、国によ

るキャリアコンサルティング機会の確保など関係者の責務規定を整備

労働市場全体における人材開発の促進 企業内における人材開発の促進

「
学
び
の
好
循
環
」

の
プ
ロ
セ
ス

⇒ ・企業主導型の教育訓練の強化とともに、労働者の自律的・主体的かつ継続的な学び・学び直しの促進が重要
・公的職業訓練の強化、精度向上が必要

必要な法的整備を検討（職業能力開発促進法の改正） 規制改革実施計画（令和3年6月18日閣議決定）において、
リカレントガイドライン（仮称）の策定を求められている49



◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険受給者（無料（テキスト代等除く））
◇訓練期間：概ね３か月～２年
◇実施機関：国（ポリテクセンター）、都道府県（職業能力開発校）、民間教育訓練機関等

（都道府県からの委託）
◇実績（令和２年度） ：

・受講者数：施設内訓練31,392人、委託訓練71,756人
・就職率：施設内訓練83.7％、委託訓練71.3％

◇令和４年度予算案： 1,085億円（注１）

◇対象：ハローワークの求職者 主に雇用保険を受給できない方（無料（テキスト代等除く））

◇訓練期間：２～６か月
◇実施機関：民間教育訓練機関等（訓練コースごとに厚生労働大臣が認定）
◇実績（令和２年度） ：

・受講者数： 23,734人 ・就職率：基礎コース52.5％、実践コース60.0％
◇令和４年度予算案： 278億円

離
職
者
訓
練

在
職
者
訓
練

◇概要：職業訓練を実施する事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を
助成する等により、企業内の人材育成を支援。

◇実績：
・支給決定件数：33,914件（令和２年度）

◇令和４年度予算案：681億円

◇対象：中小企業等の在職労働者（有料）
◇訓練期間：概ね１日から５日
◇実施機関：国（ポリテクセンター・ポリテクカレッジ）、都道府県（職業能力開発校）
◇実績（令和２年度）：
・受講者数：施設内訓練71,836人、生産性向上支援訓練等（委託）44,423人
◇令和４年度予算案： （注１）

公共職業訓練

求職者支援訓練

人材開発支援助成金

教育訓練給付

労働者が費用負担し、厚生労働大臣が指定す
る教育訓練を修了した場合に、その費用の一部
を「教育訓練給付」として支援。
令和４年度予算案：237億円

◇専門実践教育訓練給付（注2）

労働者の中長期的キャリア形成に資する
教育訓練を対象

・給付内容：受講費用の50％（年間上限40万円）

要件を満たす場合は更に受講費用の20％
（年間上限16万円）

・対象講座数：2,584（令和３年10月時点）

・受給者数：29,404人（注3）（令和２年度実績）

◇特定一般教育訓練給付（注4）

労働者の速やかな再就職及び早期の
キャリア形成に資する教育訓練を対象

・給付内容：受講費用の40％（上限20万円）

・対象講座数：484（令和３年10月時点）

・受給者数：1,647人（令和２年度実績）

◇一般教育訓練給付
上記以外の雇用の安定・就職の促進に資す
る教育訓練を対象

・給付内容：受講費用の20％（上限10万円）

・対象講座数：11,177（令和３年10月時点）

・受給者数：89,011人（令和２年度実績）

注2：文部科学大臣、経済産業大臣が認定したプログラム
が含まれる。

注3：初回受給者数。
注4：文部科学大臣が認定したプログラムが含まれる。

人材開発施策の概要

公共訓練施設における中小企業等の訓練支援

（注１） 公共職業訓練は、離職者訓練、在職者訓練等の予算の切り分けができないため、予算額については、離職者訓練に一括計上。

労働者の自発的な学び

※シフト制で働く方などを対象とする場合、より短期間（２週間～）で設定可（時限措置）
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○ 職業訓練を実施する事業主等に対して訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する等により、
企業内の人材育成を支援

支給対象となる訓練 対象 助成内容
助成率・助成額 注：（ ）内は中小企業事業主以外

生産性要件を満たす場合

特定訓練コース ・事業主
・事業主団体等

・労働生産性の向上に直結する訓練
・若年労働者への訓練
・技能承継等の訓練
・グローバル人材育成の訓練
・雇用型訓練（※１）

について助成

OFF-JT
経費助成：45（30）％

【60（45）％（※２）】
賃金助成：760（380）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：665（380）円/時・人

OFF-JT
経費助成：60（45）％

【75(60)％（※２）】
賃金助成：960（480）円/時・人

OJT＜雇用型訓練に限る＞
実施助成：840（480）円/時・人

一般訓練コース ・事業主
・事業主団体等

・他の訓練コース以外の訓練
について助成

OFF-JT
経費助成：30％
賃金助成：380円/時・人

OFF-JT
経費助成：45％
賃金助成：480円/時・人

特別育成訓練コース（※３） ・事業主 ・一般職業訓練
・有期実習型訓練
・中小企業等担い手育成訓練

について助成

OFF-JT
経費助成（※４）：
・正社員化した場合70％
・非正規の場合60％

賃金助成：760(475)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：760(665)円/時・人

OFF-JT
経費助成（※４）：
・正社員化した場合100％
・非正規の場合75％

賃金助成：960(600)円/時・人

OJT<一般職業訓練を除く>
実施助成：960(840)円/時・人

教育訓練休暇付与コース ・事業主 ・有給教育訓練休暇制度を導入し、労
働者が当該休暇を取得して訓練を受け
た場合に助成

定額助成：30万円 定額助成：36万円

・事業主が長期の教育訓練休暇制度を
導入し、一定期間以上の休暇取得実績
が生じた場合に助成

経費助成（定額）：20万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
6,000円/日・人

経費助成（定額）：24万円
賃金助成＜有給の場合に限る＞：
7,200円/日・人

※１ 特定分野認定実習併用職業訓練（建設業、製造業、情報通信業の分野） 、認定実習併用職業訓練
※２ 雇用型訓練のうち特定分野認定実習併用職業訓練の場合

セルフ・キャリアドック制度導入企業の場合
※３ 非正規雇用労働者が対象
※４ 中小企業等担い手育成訓練は対象外
※５ 通信制（e－ラーニングを含む）の場合は、経費助成のみ対象とする

令和３年度補正によりＩＴＳＳレベル２の訓
練を高率助成の対象へ

強化

人材開発支援助成金
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人材開発支援助成金による教育訓練休暇制度導入・適用への支援

人材開発支援助成金（教育訓練休暇付与コース）は、事業主が、新規に教育訓練休暇制度を導入し、事業主以外が行う教育訓練等を受
けるために必要な教育訓練休暇を被保険者に対して与えた場合に、制度導入経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する制度。

事業概要（教育訓練休暇付与コース）

支給対象となる制度
賃金助成（1人1日当たり） 経費助成

生産性要件を満たす
場合

生産性要件を満たす
場合

教育訓練休暇制度 － － 30万円 36万円

長期教育訓練休暇制度 6,000円 7,200円 20万円 24万円

助成内容

活用事例

A信用金庫が2020年3月に長期教育訓練休暇制度を導入。当該信用金庫の職員が4月から9月まで有給の長期教育訓練休暇を取得し、商
工会議所主催の「中小企業診断士登録養成課程」（約6ヶ月間の訓練)を受講した。

人材開発支援助成金により当該信用金庫に対し、制度導入費用と120日分の賃金に係る合計92万円を助成。

事業主は、必要に応じ、その雇用する労働者が自ら職業に関する教育訓練を受ける機会を確保するために必要な援助を行うこと等によ
り、その労働者の職業生活設計に即した自発的な職業能力の開発及び向上を促進するものとする(職業能力開発促進法第10条の４第1項）。

必要な援助として、以下の休暇の付与が示されている(職業能力開発促進法第10条の４第1項第1号）。
① 有給教育訓練休暇(職業能力開発促進法第10条の４第２項）

職業人としての資質の向上その他職業に関する教育訓練を受ける労働者に対して与えられる有給休暇（労働基準法第39条の規定に
よる年次有給休暇として与えられるものを除く。）

② 長期教育訓練休暇(職業能力開発促進法第10条の４第３項）
職業人としての資質の向上その他職業に関する教育訓練を受ける労働者に対して与えられる休暇であって長期にわたるもの（労働

基準法第39条の規定による年次有給休暇として与えられるもの及び有給教育訓練休暇として与えられるものを除く。）

教育訓練休暇とは
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生産性向上人材育成支援センターにおける中小企業等の人材育成を支援する取組
人手不足の深刻化や技術革新の進展の中で、中小企業等が事業展開を図るためには、従業員を育成するとともに、企業が

生み出す付加価値（労働生産性）を高めていくことが必要となっています。
（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構では、全国の公共職業能力開発施設（ポリテクセンター・ポリテクカレッジ等）

に「生産性向上人材育成支援センター」（生産性センター）を設置し、企業の人材育成に関する相談支援から、課題に合わ
せた人材育成プランの提案、職業訓練の実施まで、中小企業等の人材育成に必要な支援を一貫して行っています。

“設計・開発、加工・組立、工事・施工、検査、設備保全”
など“ものづくり分野”において、実習を中心としたカリ
キュラムにより、「技能・技術などの向上」や「新たな製
品づくり」といった生産現場の課題を解決するための訓練
コースを体系的に実施しています。

○訓練日数
概ね２～５日（12～30時間）

○受講料（１人あたり平均）
13,000円程度

○主な訓練分野

“生産管理､IoT・クラウドの活用、組織マネジメント、生涯キャ
リア形成、マーケティング、ＩＴによる業務改善”など、あらゆ
る産業の生産性向上に効果的なカリキュラムにより、企業が生産
性を向上させるために必要な知識などを習得する訓練コースを、
専門的な知見を有する民間機関等を活用して実施しています。
○訓練日数

概ね１～５日（６～30時間）
（ＩＴ業務改善は４～30時間）

○受講料（１人あたり・税込）
3,300円～6,600円
（ＩＴ業務改善は2,200～4,400円）

○主な訓練分野

「研修を行いたいが講師がい
ない」「研修を行いたいが機
械を止められない」「研修場
所がない」といった企業の要
望に応じて、機構の職業訓練
指導員（テクノインストラク
ター）を企業に派遣することや、
ポリテクセンター等の機構施
設・設備（会議室、実習場及
び訓練用設備・機器）の貸出
しを行っています。

高度な技能・技術の習得を支援
（在職者訓練/能力開発セミナー）

生産性向上に必要な知識等の習得を支援
（生産性向上支援訓練）

職業訓練指導員の派遣
施設･設備の貸出

１.人材育成に関する相談
担当者が企業を訪問して人材育成
に関する課題や方策等を整理

２.人材育成プランの提案
課題等に合わせて以下のメニュー
の中から最適なプランを提案

３.職業訓練の実施
企業の人材育成プランに応じて
職業訓練の実施や指導員を派遣

支援の流れ

ＪＥＥＤ
ホームページ
生産性センターの
支援メニューを紹介
しています。

◎機械設計 ◎機械加工 ◎金属加工

◎制御システム設計 ◎通信設備設計
◎電気設備工事

◎建築計画 ◎測定検査 ◎設備保全

◎生産管理 ◎品質保証・管理 ◎バックオフィス

◎データ活用 ◎情報発信 ◎倫理・セキュリティ

◎営業・販売 ◎マーケティング ◎企画・価格

◎組織マネジメント ◎生涯キャリア形成

機械系

電気・電子系

居住系
ＩＴ業務改善

売上げ増加

横断的課題

生産・業務プロセスの改善
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専門実践教育訓練給付
＜特に労働者の中長期的キャリア形成に資する

教育訓練を対象＞

特定一般教育訓練給付
＜特に労働者の速やかな再就職及び早期の
キャリア形成に資する教育訓練を対象＞

一般教育訓練給付
＜左記以外の雇用の安定・就職の
促進に資する教育訓練を対象＞

給付
内容

受講費用の50％（上限年間40万円）
を６か月ごとに支給

※訓練修了後１年以内に、資格取得等し就職等した場
合には、受講費用の20％（上限年間16万円）を追
加支給。

受講費用の40％（上限20万円） 受講費用の20％（上限10万円）

支給
要件 ＋ 雇用保険の被保険者期間３年以上

（初回の場合は２年以上）
＋雇用保険の被保険者期間３年以上
（初回の場合は１年以上）

＋雇用保険の被保険者期間３年以
上（初回の場合は１年以上）

講座
数 2,584講座（2021年10月時点） 484講座（2021年10月時点） 11,177講座（2021年10月時点）

受給
者数

29,404人（2020年度実績）
／100,846人（制度開始～2020年度） 1,647人（2020年度実績） 89,011人（2020年度実績）

対象
講座
指定
要件

次のいずれかの類型に該当し、かつ類型ごとの講座
レベル要件を満たすもの
① 業務独占資格又は名称独占資格に係るいわゆる養
成施設の課程

② 専門学校の職業実践専門課程及びキャリア形成促進プ
ログラム

③ 専門職大学院
④ 大学等の職業実践力育成プログラム
⑤ 一定レベル以上の情報通信技術に関する資格取得を目
標とする課程

⑥ 第四次産業革命スキル習得講座
⑦ 専門職大学・専門職短期大学・専門職学科の課程

次のいずれかの類型に該当し、かつ類型ごと
の講座レベル要件を満たすもの
① 業務独占資格、名称独占資格若しくは必置
資格に係るいわゆる養成施設の課程又はこ
れらの資格の取得を訓練目標とする課程

② 一定レベル以上の情報通信技術に関する資
格取得を目標とする課程

③ 短時間の職業実践力育成プログラム及び
キャリア形成促進プログラム

次のいずれかの類型に該当する
教育訓練
① 公的職業資格又は修士若しく
は博士の学位等の取得を訓練
目標とするもの

② ①に準じ、訓練目標が明確で
あり、訓練効果の客観的な測
定が可能なもの（民間職業資
格の取得を訓練目標とするも
の等）

在職者又は離職後１年以内（妊娠、出産、育児、疾病、負傷等で教育訓練給付の対象期間が延長された場合は最大20年以内）の者

労働者が、主体的に厚生労働大臣が指定する教育訓練を修了した場合に、その費用の一部を雇用保険により支給。

文部科学省連携

文部科学省連携

経済産業省連携

文部科学省連携
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イギリスでは、生涯を通じて柔軟に技能訓練と学習にアクセスできるようにし、キャリアサポートを通じて提供される
サービスについて十分な情報を得られるようにするため、2021年4月から無償のオンライン職業訓練コースを開始。
また、その一部として無償の技能訓練プログラム「スキルズ・ブートキャンプ」を実施。

【イギリス】 生涯技能保証（Lifetime Skills Guarantee)

生涯技能保証 スキルズ・ブートキャンプ 高卒相当の資格取得プログラム

対象者 Aレベル資格（※１）やそれに

相当する資格を有していない
者

19歳以上の就業者、自営業者、

失業者、休職後に仕事復帰する
成人

24歳以上でAレベル資格やそれ

に相当する資格を有していない
者

講座 エンジニアリング、ヘルスケ
ア、建設、会計など約400講
座

政府が雇用主、継続教育機関カ
レッジ（※１）、地方自治体等と協
力して開発。最大16週の無償
コース。

（農業、太陽エネルギー、原子力、
コーディング、ソフトウェア開発
等。）
→参加者には各セクターが求め

るスキルを習得させ、地元の雇
用主と優先的に面接を行う機会
が付与。

約400の最大12週間の無償コー
ス

財源 国家技能基金から各実施機関に拠出。
（基金には、25億ポンド（約3750億円）が政府予算として計上）

※１ イギリス等の国で採用されている高校卒業資格及び大学入学資格で、大学受験の際には通常３科目程度取得することが多い。
※２ 継続教育とは，義務教育後の多様な教育を指すもので，一般に継続教育カレッジと総称される各種の機関において行われる。青少年や成人に対し，全日制，昼・夜間のパート
タイム制などにより，職業教育を中心とする多様な課程が提供されている。

（参考） ・諸外国の教育動向（474号）（2021年9月、文部科学省）
・Department for Education，“Lifetime Skills Guarantee #PlanForJobs” 2021
https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/976190/DfE_Lifetime_Skills_Guarantee_Announcement_-_Provider_Communications_Toolkit_April_21.pdf
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イギリスでは、企業に雇用され働きながら訓練を受講し、学位や職業資格取得を目指すアプレンティスシップの
財源として企業から徴収する賦課金を活用。

【イギリス】 賦課金制度を活用したアプレンティスシップ制度

対象者 16歳以上でフルタイムの学生でない住民。既に雇用されている労働者を訓
練生とすることも可能。

養成訓練
の種類

義務教育修了後受講するものから、学士・修士取得を目指すものまで難易
度に応じて4段階

訓練生の
身分

雇用権利法上の「労働者」として扱われ、最低賃金が適用。通常の労働者と
同様に、有給休暇等も取得可能。ただし、訓練終了後訓練実施企業で引き
続き雇用される保障はされていない。

主な要件 ・訓練期間は1年以上で、原則として週30時間以上であること。
・雇用時間の20%以上がoff-JTであること。
・開始前に訓練生と使用者の間で養成訓練契約を交わすこと。
・訓練期間はレベル・取得資格等により異なるが、最長５年。

財源 企業が年間給与支払額300万ポンド以上の部分のうち、0.5%分となる賦課
金を養成訓練の財源とする。
拠出額の10%相当額が政府から企業に対し付与され、16～18歳や障害を持
つ19～24歳の受け入れを行った場合には、別途補助金の支給が行われる
措置も存在。
ただし、訓練生の給与等には賦課金の活用はできない。

成果 英国政府は2020年までに300万人の職業実習実施を目標に掲げていたが、
2021年1月時点で約274万人と、達成状況は目標の約8割程度。

アプレンティスシップの概要

（参考） Department for Education（2021）“Progress report on the Apprenticeships Reform Programme”
HM Revenue & Customs （2021） ”Guidance ―Pay Apprenticeship Levy“
「2020年 海外情勢報告」（厚生労働省）
文部科学省中央教育審議会大学分科会制度・教育ワーキンググループ 宮城治男委員提出資料（平成30年9月18日）
経済産業省、三菱総合研究所「「人的資本に関する国内外分析調査」報告書」（2018年３月）

訓練生

高等教育
機関

政府

企業

賦課金

補助金

学費

学費

労働

給与

実践的
学び

共同プ
ログラ
ム開発

＜イメージ（学資・修士取得相当の場合）＞

学術的
学び

通学

※授業形式がオンライン、土日授業等柔軟に設定
されている他、OJTを単位認定することが可能。



【アメリカ】 大学における成人向け学習支援策の例

概要 備考

コミュニティ
カレッジ

州立の2年制高等教育機関であるコミュニティカレッジにおいて、各種資
格取得等を目指す技術・職業教育や成人対象の識字・基礎教育を行う。

また、労働力開発部門を設置し、地域の企業や産業団体と連携した数
日から1か月程度の非学位授与型の短期集中課程を提供。

経験学習評価
制度

従前の学習経験を、大学の単位・修了証・職業資格の取得に必要な要
件として評価し、在学期間を短縮する制度。

①特定分野の国家標準試験、②個別大学のチャレンジ試験、③大学等
によるポートフォリオ評価、 ④就業経験・兵役等が評価の対象となる。

州や機関で認定基準が
異なる。

コンピテンシー・
ベースド教育

学修にかけた時間ではなく、履修内容に関する学生の知識、スキル、
能力の測定に基づいて単位を与える仕組み。

1970年代は成人の高等教育機会拡大という文脈だったが、2000年以降
はオンライン教育の普及とともに再注目されている。
利用者のうち、25歳～34歳は39%、35～49歳は50％を占めており、成

人の学位取得に寄与している。

民間団体が行った調
査（2019年）では、回答
のあった602大学のうち、
64大学（約11%）が588
プログラム（学士課程
492、大学院過程96）。

夜間大学院、週
末大学院

大学院生の6割は夜間科目、週末科目、オンライン科目のいずれかを履
修。特に、30歳以上の有職者で家系的に独立し、働きながパートタイムで
学んでいる州立機関在学者が多い。

マイクロクレデ
ンシャル

学位取得よりも短く区切られた学習単位で、個別に大学などの主体が
認証したもの。

edX、Cousera、Udacity等のプラットフォームにおいて提供されている。

証明書を取得するのにかかる費用や期間は様々だが、これら３つのプ
ラットフォームで提供されているプログラムの費用は平均で245.51ドルか
ら3,121.99ドルまで、期間も4か月～9か月程度。
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大企業※向け賃上げ促進税制（所得税・法人税・事業税）※主に資本金1億円超

 成長と分配の好循環の実現に向けて、企業が得た利益を従業員に還元するよう賃上げを促進することが
重要であり、このために必要な措置を大胆に講じる。

【適用期限：令和５年度末まで】改正概要

教育訓練費が
前年度比20％以上増加
⇒ さらに税額控除率を5%上乗せ※２

【上乗せ要件：人的投資】

 継続雇用者の給与（給与等支給総額）が前年度比3%以上増加した場合に、雇用者全体の賃上げ額
（給与増加額）の15％を税額控除。また、前年度比4％以上増加した場合には、25％の税額控除。

 さらに、人的投資の要件を満たした場合には税額控除率が5％上乗せとなり、最大30%の税額控除。

※１ 継続雇用者とは、当期及び前期の全期間の各月分の給与等の
支給がある雇用者。

※２ 控除上限は法人税額等の20％。また、税額控除の対象となる
給与等支給総額は雇用保険の一般被保険者に限られない。

継続雇用者※１の給与等支給総額が
前年度比4％以上増加
⇒ 給与増加額の25%税額控除※２

継続雇用者※１の給与等支給総額が
前年度比3％以上増加
⇒ 給与増加額の15%税額控除※２

or

【賃上げ要件】

ただし、資本金10億円以上かつ常時使用従業員数1,000人
以上の企業については、従業員や取引先などのマルチステーク
ホルダーへの配慮についての方針（賃上げに関するものも含
む）の公表が必要

※令和３年12月の政府決定時点のものであり、今後の国会審議を踏まえて変更となる場合あり。
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【適用期限：令和５年度末まで】

 「成長と分配の好循環」に向けて、中小企業全体として雇用を確保しつつ、積極的な賃上げや人材投資を
促すことが必要。

 一人一人の賃上げや雇用の確保により給与総額を増加させる中小企業を支援。特に、より大幅な賃上げ
や人的投資を行う企業については、大胆な税額控除を適用。

中小企業向け賃上げ促進税制（所得税・法人税・法人住民税）

改正概要

雇用者全体の給与（給与等支給総額）が
前年度比2.5％以上
⇒ 給与増加額の30%税額控除※

雇用者全体の給与（給与等支給総額）が
前年度比1.5％以上
⇒ 給与増加額の15%税額控除※ ※ 控除上限は法人税額等の20％。また、税額控除の対象となる

給与等支給総額は雇用保険の一般被保険者に限られない。

教育訓練費が
前年度比10％以上増加
⇒ さらに税額控除率を10%上乗せ※

 雇用者全体の給与（給与等支給総額）が前年度比1.5%以上増加した場合に、その増加額の15％を
税額控除。また、前年度比2.5％以上増加した場合には、30％の税額控除。

 さらに、人的投資の要件を満たした場合には税額控除率が10％上乗せとなり、最大40%の税額控除。

or

【賃上げ要件】
【上乗せ要件：人的投資】

※令和３年12月の政府決定時点のものであり、今後の国会審議を踏まえて変更となる場合あり。
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学 習 セ ン タ ー の 役 割
面 接 授 業 の 開 講 単 位 認 定 試 験
放 送 授 業 の 再 視 聴 学 習 相 談
ゼ ミ ・ 勉 強 会 の 開 催 各 地 域 で の 広 報 活 動 等

在 学 者 数 合 計 8 8 , 9 2 2 人

昭 和 5 6 年 放 送 大 学 学 園 設 立
昭 和 5 8 年 放 送 大 学 設 置

大学院文化科学研究科
1専攻 修士課程：7プログラム、博士後期課程：6プログラム

教養学科

生活と
福祉

心理と
教育

社会と
産業

人間と
文化 情報 自然と

環境

文化科学専攻

修士課程 博士後期課程

生
活
健
康
科
学

人
間
発
達
科
学

臨
床
心
理
学

社
会
経
営
科
学

人

文

学

情

報

学

自
然
環
境
科
学

生
活
健
康
科
学

人

間

科

学

社
会
経
営
科
学

人

文

学

情

報

学

ラジオ インター
ネット
ラジオ

（ラジコ）
radiko.jp

面 接 授 業 1 , 3 0 8 科 目 / 年 [ 令 和 2 年 度 ]
（ 3 , 0 3 2 科 目 / 年 [ 令 和 元 年 度 ] ）

公 開 講 演 会 3 , 3 2 1 回 / 年 [ 令 和 2 年 度 ]
（ 6 3 5 回 / 年 [ 令 和 元 年 度 ] ）

卒
業(

修
了)

ま
で

に
必
要
な
経
費

放 送 大 学
国 立 ( 標 準
額 )

学 部 約 7 0 万 円 約 2 1 4 万 円

修 士 課 程 約 5 0 万 円 約 1 0 7 万 円

博 士 後 期 課
程

約 1 4 0 万 円 約 1 6 0 万 円

教養学部
1学科6コース

テ レ ビ 科 目 1 6 5 科 目

ラ ジ オ 科 目 1 7 9 科 目

オ ン ラ イ ン 科 目 7 2 科 目

学部 入学料 授業料

全科履修生 24,000
1単位
5,500

選科履修生 9,000

科目履修生 7,000

研究科 検定料 入学料 授業料 研究指導料

修士全科生 30,000 48,000

1単位11,000

１年間88,000

ー
修士選科生

ー
18,000

修士科目生 14,000

博士全科生 30,000 48,000
1単位
44,000

1年間
352,000

学
生
納
付
金

学 部 8 4 , 7 5 1 人
修 士 課 程 4 , 1 0 7 人
博 士 課 程 6 4 人

放 送 大 学 の 学 生 構 成

[ 令 和 3 年 度 第 2 学 期 ]

[ 令 和 3 年 度 第 2 学 期 ]

設 立 の 趣 旨 ・ 目 的

テ レ ビ ・ラ ジ オ ・オ ン ラ イ ン で 学 べ る

全 都 道 府 県 に 5 7 の 学 習 セ ン タ ー 等

学 び や す い 授 業 料

学 部 ・ 大 学 院

学 生 数

多 様 な 人 に 大 学 教 育 を 提 供

( 円 )

231 232 531
BS
デジタル

テレビ
Ch． Ch． Ch．

自

然

科

学

2021年6月

男 性 4 7 ％ 女 性 5 3 ％

[ 令 和 3 年 度 第 2 学 期 ]

1 0 代

4 ％ 2 0 代

1 5 ％

3 0 代

1 5 %

4 0 代

2 0 ％

5 0 代

2 0 ％

7 0
代 以
上
1 2
％

6 0 代

1 4 ％

会 社 員 等
3 1 ％

教 員
8 ％そ の 他

有 職 者
1 7 ％

そ の 他
2 5 ％

看 護 師 等
1 0 ％

他 大 学 等 の
学 生
9 ％

●放送大学学園は、放送大学を設置し、放送による授業や、全国各地の学習者の身近な場所における面接による授業、インターネットの利用における授業等を行う
ことを目的としています。

●放送大学は学士・修士・博士後期課程を設置し、幅広い年齢層に、多様な分野の教養教育やリカレント教育の機会を提供しています。

通 信 制 大 学 で 学 ぶ
2 5 歳 以 上 の 学 生 に 占
め る 放 送 大 学 生 の 割 合

放 送 大 学 で １ ６ 単 位 修 得 し て
放 送 大 学 入 学 資 格 を 得 た 者

※ 出身校を「新制の中学等」と回答した者に限る

( 人 )

[出典：令和２年度学校基本調査
（文部科学省）から放送大学にて作成]

※令和２年度は、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受け、例年に比
べて面接授業や公開講演会の実施
数が減少した。

※テレビ科目・ラジオ科目も、学生向けにインターネット配信を実施
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放送大学の概要



令和４年度予算額（案） 7,389,296千円
【放送大学学園補助金】
支出 13,594,517千円 (14,252,461千円）
収入 自己収入 6,205,221千円 ( 6,865,999千円）

国庫補助金 7,389,296千円 ( 7,386,462千円）
◆参考：令和３年度補正予算額：967,977千円

・放送大学学園補助金 69,420千円
・放送大学学園施設整備費補助金 898,557千円

（前年度予算額 7,386百万円）
令和4年度予算額（案） 7,389百万円

「大学教育」「リカレント教育」拠点として、一層高度・効率的な学びの機会を全国へ提供できる環境を構築

◆経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日：閣議決定）【抜粋】
第２章 次なる時代をリードする新たな成長の源泉～４つの原動力と基盤づくり～
2.（３）デジタル人材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策
全国の大学・高等専門学校・専門学校等において数理・データサイエンス・ＡＩ教育の充実や、デジタル関連学部や修士・博士課

程プログラムの拡充・再編を図ることとし、モデルカリキュラムの普及、国際競争力のある分野横断型の博士課程教育プログラムの創設、
ダブルメジャー等を推進する。
5.（５）多様な働き方の実現に向けた働き方改革の実践、リカレント教育の充実
年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り方も含め検討し、リカレント教育を抜本的に強化する。

○ 様々な地域に住む、幅広い年代・職業の方が、自分に合ったスタイルで学ぶことができる高等教育機関。
BS放送（テレビ・ラジオ）、インターネットで400科目以上の授業科目を開設。

○ 遠隔教育の先駆者として、コロナ禍における学びの継続のため、他大学にも学習コンテンツを提供。
○ 対面でのより深い学び、学生同士の交流の場として、全ての都道府県（全国57箇所）に学習拠点を設置。
各地域で特徴のある面接授業（スクーリング）を開講。

○ 社会人を中心に約９万人の学生が在籍し、リカレント教育の推進に寄与。
〔放送大学シンボルマーク〕

１．数理・データサイエンス・ＡＩ人材の育成
〔100百万円〕
○ 企業等で活躍する社会人向けに需要のある

「エキスパートレベル」の人材育成のための学修
コンテンツを制作

○ 世代間の学習状況のギャップに対応した、社
会人向けの効果的なリカレント教育プログラム
（リテラシーレベル）を制作

◆AI戦略2021（令和3年6月11日決定）【抜粋】
Ⅱ. 未来への基盤作り ︓ 教育改革と研究開発体制の再構築 Ⅱ－１ 教育改革
社会人に対するリテラシー教育については、人々の生活スタイルの変化やDXの推進に伴い、リカレント教育の需要は高まっている
と考えられ、こうした取組への強化が必要である。

主な要求事項 ２．DＸによる教育システムの高度化等 〔56百万円〕
◆単位認定試験におけるIBT※の導入 ※IBT(Internet Based Testing)
○ 学習センターで実施している単位認定試験についてIBTを導入し、学生は自由な時間に

自宅のパソコン等からシステムにログインし、AIによる監視の下で受験が可能。
◆ＤＸ・ＬＡによる教育システム等の高度化推進 ※ＬＡ(Learning Analytics)
○ 蓄積された学習ログ・データについて、他大学やJMOOC等と連携して分析を行い、効果的

な補助教材、学習ツール等を開発・提供
○ 「メディア教育研究開発センター（仮称）」において、学習ツールや授業配信、IBT等のシ

ステムを搭載したプラットフォームを構築

令和３年度補正予算額 968百万円
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放送大学の充実・整備（放送大学学園補助）



・時間をかけてもきちんと勉学したいという「社会人の学び直し」のニーズに応える場として平成27年度より開始。
（令和２年度入学者15名、令和３年度入学者15名）

・入学時に個々の学生の事情に応じた「履修計画」を立て、最長１０年までの「長期履修制度」や放送大学での単位履
修制度を活用することによって、社会人が十分な学修時間を確保しつつ学び直すことが可能。

語学8単位

基礎科目12単位

専門基礎科目20単位

放送大学で受講
＜計40単位＞

埼玉大学で受講
＜計84単位＞

演習※のうち２単位必修
※毎学期開講

専門科目82単位

履修計画
の策定

入学時 １年次 ２年次 ３年次～（最長10年）

・社会人の場所的・時間的便宜を
考慮し、一部の科目は放送大学
の科目を履修（インターネット等
を通じて、自宅聴講可）

・放送大学の授業料は本夜間主
コースに含まれており、追加支
払いは不要

月曜日～金曜日 18時から２時限開講
（18:00～21:10）

埼玉大学
卒業

＜計124単位＞

履修指導
５年以上の長期履修の場合でも

４年分の授業料の支払いのみ※

※入学時に申請した場合

HP等を基に文部科学省作成。
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埼玉大学経済学部夜間主コースについて
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Ⅱ．学び直し（リカレント教育）を促進するた
めの環境整備
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３．産学官の連携によるリカレント教育体制整備



 IT・データサイエンス等を中心とした専門性・実践性の高い教育訓練講座を、経済産業大臣が認定する
制度。 ２０１７年度に創設された。全ての授業をeラーニングで行う講座も認定対象。

 令和３年１１月時点で、１１６講座を認定。

① ＩＴ分野

● ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、データサイエンス 等 ･･･ 将来成長が見込める新技術・システムの習得。
※ デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法との組み合わせを含む

● 高度なセキュリティ 等 ･･･ 必須スキルの習得。

② ＩＴ利活用分野

● 自動車分野のモデルベース開発、自動運転関連の知識・技術 等
･･･ 製造業等のＩＴによる高度化対応。

認定対象分野

 民間事業者による講座、資格とヒモ付かない講座、１２０時間以下の授業時間の講座も対象

 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講座がカリキュラムの半分以上

 審査、試験等により訓練の成果を評価

 社会人が受けやすい工夫（eラーニング等）

講座の特徴
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「第４次産業革命スキル習得講座認定制度」の運営（経済産業省）



 経産大臣認定講座のうち一定の基準を満たし厚生労働大臣の指定を受けた講座については、専⾨実践

教育訓練給付金の対象として、受講費用の最大７割を支給（＝受講者への支援）。

 全ての経産大臣認定講座を人材開発支援助成金の対象とし、受講費用や訓練期間中の賃金の一部を
助成（＝企業への支援）。

受講者のみなさま 企業のみなさま
専門実践教育訓練給付金の支給 人材開発支援助成金の支給

○ 従業員に専門実践教育訓練を受講させ、または受講
を支援する場合に、人材開発支援助成金により、訓
練経費や訓練期間中の賃金の一部について助成金が
受けられます。

・人材開発支援助成金特定訓練コース 経費助成
︓45％（30％）
賃金助成︓760円（380円）

1人1時間あたり
※括弧内は、中小企業以外の助成額・助成率
※「第四次産業革命スキル習得講座」については、令和３年

度より、専門実践教育訓練として、厚生労働大臣の指定を受

けた講座等でなくても、人材開発支援助成金の特定訓練コー

ス（労働生産向上訓練）の対象としています。

助成額／助成率

○ 在職者又は離職後1年以内（出産・育児等で対象期
間が延長された場合は最大20年以内）の方が専門
実践教育訓練を受ける場合に、訓練費用の一定割合
を支給します。

※ なお、専門実践教育訓練を受講する45歳未満の離職中のうち一定の要件
を満たす方に対しては、基本手当日額の80％が訓練受講中に2か月ごと
に支給されます（令和3年度末まで）

• 受講費用の50％（上限年間40万円）が6か月ごと
に支給されます。

• さらに受講を修了した後、1年以内に雇用保険の被
保険者として雇用された又は引き続き雇用されてい
る場合には、受講費用の20％（上限年間16万円）
を追加で支給します。

給付の内容
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第４次産業革命スキル習得講座認定制度」に関する厚生労働省との連携（経済産業省）



 これまでデジタルスキルを学ぶ機会がなかった方にも、新たな学習を始めるきっかけを得ていただけるよ
う、誰でも無料でデジタルスキルを学べるオンライン講座を紹介するポータルサイト。

 令和３年１０月時点で、掲載コンテンツは1０２講座。

掲載コンテンツの例

 「はじめてのＡＩ」 グーグル合同会社

 「機械学習のためのＰｙｔｈｏｎ入門講座」 スキルアップＡＩ株式会社

 「ＤＸ推進のためのＡＩビジネス入門」 株式会社ＡＶＩＬＥＮ

 「Ｇ検定試験対策・体験コース」 株式会社zero to one

 「Ｐｙｔｈｏｎ入門（アイデミー）」 株式会社アイデミー

 「作って学べるＡＩ入門」 株式会社アビスト 66

「巣ごもりDXステップ講座情報ナビ」の開設・運営（経済産業省）



 総額 ３．６億円
 補助率 １／２
 上限 ３千万円／件

政府
補助金
事務局 企業

大学・
高専
等

補助 補助

上限
3000万/件

共同講座
設置等

「ダイキン東大ラボ」

 ダイキン工業では、東京大学と「産学協創協定」を
結び、「ダイキン東大ラボ」を設置。協定期間は２０１
８年から１０年間、出資金は１００億規模を予定。

 取組の一環として、理学部物理学科・知の物理学研
究センターに寄付講座を設置（５年間）。

 このほか、２０弱程度の連携事業（寄付講座や共同
研究、海外インターンシップやベンチャー支援）を実
施予定。

 デジタル、グリーン等の急激な産業構造の変化に対応する、高度な専門性を有する研究開発人材の育
成が急務となっていることから、大学・高専等の高等教育機関において、企業が共同講座を設置したり、
自社の人材育成に資するためのコース・学科等を設置する場合、当該費用の補助を行い、成長分野の
人材育成の加速化を図る。

補助金の概要・スキーム 支援したい取組のイメージ
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「高等教育機関における共同講座創造支援補助金」について（経済産業省）



シリコンアイランド九州の復活に向けた 産学官協働での半導体人材育成の取組
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令和４年２月18日 第３回未来人材会議 事務局資料より
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大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営モデル構築（文部科学省）
令和4年度予算額（案） 22百万円
(前年度予算額 24百万円)

society5.0の到来やコロナ禍における学びの変革が進む中、大学等におけるリカレント講座の開発や維持継続のために、運営面での
課題の対応が必要。また、企業における大学等のリカレント講座の活用促進や、学習した社会人の評価の向上等のため、企業側の
ニーズや人事評価体制等の課題の把握も重要。これらの課題解決に向け、教育機関や企業等から得た調査結果を基に令和3年度
に行った実証研究を基に作成したガイドライン（試行版）を大学等で再実証し、また、分野・地域等で不足していた要素を有する大
学を追加実証し、ガイドラインを確定し、全国展開を図る。

• 企業ニーズを反映し、質の高い教育プログラムの拡大に
より企業が求める人材の輩出。

• 人材育成の場として大学等を活用する企業の増加。

• 社会人プログラムを扱う大学等教育機関数が増加。
• 企業側の課題解決、意識向上等により、企業との連携を行って

いる教育機関数が増加。
• 教育機関で学習する社会人の増加。

• 令和3年度の実証研究を踏まえた上
での再実証先となる学校数。

• ガイドライン確定版を周知した大学・
企業数。

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

 令和3年度実証研究で不足していた、地域、分野、学校種等を踏まえた上
で、大学等における再実証・追加実証を行いガイドラインの改良を図る。（
5大学程度）

 再実証した上でガイドラインを確定し、全国に普及させる。
＊ 実施主体：民間企業等（１箇所）
＊ 数・単価：1箇所（民間企業等）×約2,200万円（予定）

資金の流れ

文部科学省 民間企業等

＊文科省から民間企業等に委
託費を支出し大学等におい
て再実証を実施。（プログラ
ム開発費等を補助するもの
ではない。）

背景・課題

事業概要

今後もその予定はない
今後実施する予定である（9.7％）
合計（73.6％）

社会人の入学があまり見込めないため 46.5%
学内の体制が整わないため 43.9%
教職員の確保が困難であるため 30.2%
社会人のニーズのある分野ではなくなったため 16.1%
必要な財源が確保できないため 15.2%

理由

63.9%

主に社会人を対象としたプログラムに関する今後の予定大学における主に社会人を
対象としたプログラム提供状況

提供している 約26.4%
提供していない 約73.6%

〈 令和３年度 〉
実証研究を踏まえた

ガイドライン（試行版）を作成

・試行版を受けた再実証
・不足要素の追加実証・ヒアリン
グ調査等の実施
→ガイドラインの確定
・確定したガイドラインの全国展開

【再実証先】 A大学（再実証）
DX分野プログラムを提供する
地方私立大学が社会人の入
学が見込めない課題意識。
試行版で課題改善を図る。

校種 地域

講座提供実績

B大学(追加実証）
例えば、令和3年度実証研究
で研究できなかった地方創生
プログラムを提供する地方国
立大学を実証研究。

〈 令和４年度 〉 大学等における追加実証・再実証

DX 福祉

「成長戦略フォローアップ」（令和3年６月閣議決定）
社会人向けの実践的なプログラムの開発・拡充やリカレ
ント教育を支える専門人材の育成、リカレント教育推進
のための情報発信等の学習基盤に関する整備に向け
た取組を実施（略）。
「骨太の方針」（令和3年６月閣議決定）
・年代・目的に応じた効果的な人材育成に向け、財源の在り
方も含め検討し、リカレント教育を抜本的に強化する。
「規制改革実施計画」（令和2年7月17日閣議決定）
企業等からの評価を含めた持続可能なリカレント講座の運営モデル
の検討やその全国的な周知等に関する調査研究を行うなど、リカレ
ント教育推進のための学習基盤の整備等を図ることにより、関係省
庁との連携のもとリカレント教育を総合的に推進するための必要な措
置を講ずる。
「Society 5.0に向けた大学教育と採用に関する考え方
（令和２年３月決定）
大学等におけるリカレント教育を拡充する必要性は産学で共有され
たものの、現状では、企業側、大学側、それぞれに多くの課題があり
、今後、それらの課題を協力して解決していく必要がある。

過去の取組(令和２年～）

• 大学・企業に対する調査・ヒアリング
• 実証研究先の検討

• 大学における実証研究（3大学程度）
• ガイドライン（試行版）の策定

令和３年度令和２年度
• 試行版の再実証、不足要素の追加実証
• ガイドラインの確定、全国展開

令和４年度 事業終了
（～令和4年）

ビジ
ネス

地方
創生

出典：「令和2年度持続モデル調査」
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〇平成27年、令和2年の委託調査では、大学等で「主に社会人を対象としたプログラムを提供している」割合が25％程度であり、提供していない大学等の多くが今後も提供予定が
ないと回答。提供できない理由として、2度の調査ともに、「社会人受講者、財源の確保が難しい」等のニーズや「学内の職員、教職員確保」等の体制に関する課題と判明。令和2年
度の調査では約8割の大学が結果のフィードバックを、またBP実施校の内、約9割の大学がガイドライン等の情報を要求（文科省調べ）。
そこで、上記のような課題解決策を提示するとともに、政府会議等でも議論になる大学等のリカレントプログラム提供のインセンティブを示すため、ガイドライン策定に至った。

作成の背景

ガイドラインの内容

大学等におけるリカレント講座の持続可能な運営ガイドラインについて

ガイドライン活用に向けて

(課題例）
・社会人ニーズの把握（受講生確保）
・企業のニーズ把握
・プログラム開発
・財源の確保
・プログラムコーディネータ、教職員、
事務員等学内の体制整備

・企業等との連携
・社会人の受講しやすい環境整備

（課題解決プロセス(考え方)と処方箋、波及効果）
・自治体、地元産業界・企業との連携の観点からの解決策。
・受講生・企業の視点からの解決策
・学内での立ち上げプロセス、学内体制整備の観点からの解決策
・ニーズや自大学の強みを踏まえたプログラム開発の実施の観点からの
解決策
・課題解決による波及効果について明示
・各プロセス、手段について段階に応じた個別事例を用いて紹介。
・上記については令和3年度の実証研究を基に記載する。

②インセンティブの提示

・プログラムを提供することによる学生、学内組織に
おける研究・教育活動における効果について提示。
・プログラムを提供した場合に、地域や企業にとって
どのような意義があるか明示し、プログラム提供大
学に対してプラスの効果が生まれたかについて提示。
・企業における大学等のリカレントプログラムの活用
メリットを提示。

事業の経過
＜令和2年度：大学・企業の実態把握＞
・調査の実施
＊大学（2,652回答）、企業（533回答）
社会人受講生（2,217回答）
・大学・企業ヒアリングの実施
・実証研究大学候補の整理

＜令和3年度：調査を踏まえた実証研究＞
・実証研究を通じて課題解決プロセスの整理
＊東北学院（地方創生・福祉）、関西学院
（女性活躍）、山口大学（AI・DX)で実施
・ガイドライン試行版の作成

＜令和4年度：ガイドライン確定・全国展開
＞
・ガイドライン試行版を踏まえた再実証（実証
研究で生じた新たな課題や分野の捕捉）
・ガイドラインの確定版の作成
・ガイドラインの大学・企業への展開

＜前提＞
・これまでプログラムを提供していない
学校にとっては提供が難しい。
・ガイドラインは、これまでプログラムを
提供していない大学、課題を抱える
大学の手引書となるイメージ
・ガイドラインを踏まえ、まず何をすべき
か（何ができるか）の提示が重要。

＜具体的な方策・アクション＞
・大学等が出来る取組を整理し、手段についても示す。
STEP１：合意形成・プログラム実施に当たっての情報収集
STEP２：プログラム開発・実施のプロセス、課題と解決手段
(例えば公開講座のようなライトプログラムから始める場合、財源確保が

難しい大学は費用支援がある事業を実施など。）
STEP３：大学のプログラム自走に向けた取組。

・参考になる事例や手法についての情報も提供。

＜ガイドラインによる効果＞
・大学等におけるプログラムの充実
・産業界のニーズを踏まえた、内容と
出口が伴うプログラムの提供

・社会人の学び直しの推進

①課題及び課題解決手段の整理



Society 5.0に対応した高度技術人材育成事業

令和３年度予算額 １１０百万円 （令和２年度予算額 ６８６百万円）

成長分野を支える情報技術人材の育成拠点の形成（enPiT）
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・市町村のデジタル人材確保支援（CIO補佐官等経費支援）

・市町村の外部デジタル人材の募集情報の周知等

・地域情報化アドバイザー派遣事業

・統計人材の育成（国家公務員、地方公務員）

地方創生と公的分野のデジタル人材の育成

・統計リテラシー向上セミナー（民間企業対象）

・地域におけるIoTセキュリティ人材の育成

・サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤（NICT)

・ナショナルサイバートレーニングセンターの強化（NICT）

・異能（INNO)vationプログラム（破壊的なICTイノベーションに挑戦する人材）

・データサイエンス・オンライン講座

・高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進（オンライン行政手続等に関する助言・相談対応）

企業のデジタル人材育成・確保支援

社会におけるデジタル人材育成
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総務省における主なデジタル人材育成・就労支援施策



挑戦
・応募要件：地球上において個別連絡先が存在する方

（年齢・国籍・居住地不問）、自薦・他薦
・応募言語： 日本語・英語・タイ語・インドネシア語による応募
・評価: SVの経験に基づく直感により評価（破壊的イノベーションを起こすような課題は、
既存の価値や評価基準で測ることができないため）

公募受託機関
・支援額：300万円（上限）
・期間： １年間（上限）
・挑戦に専念できる環境を整備

我が国発の破壊的なICTイノベーションに挑戦する雰囲気を醸成

プログラム（総務省）

地域とグローバルの
ネットワーク拠点

56ヶ所

協力協賛企業
202団体

グランドチャレンジ
(賞金総額約1.2億円)

総務省

官・民・地域・グローバル連携による異能vationネットワーク

予算額：令和3年度当初 3.3億円
委託

ジェネレーションアワード
（協力協賛企業による表彰）

ノミネート223件
受賞33件

拠点が
広報・応募
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○ ポストコロナ時代における世界的な産業・社会変革が起きる中，人
工知能には予想もつかない破壊的な地球規模の価値創造を生み出す
ために、破壊的ICTイノベーションの種となるスタートアップ前の優れた技
術やアイディア等を発掘し、奇想天外でアンビシャスなICT課題への挑戦
とその地球展開を支援。
○ 民・地域・グローバルと連携し、多様なデジタル人材を発掘・育成
すると共に地球規模産業支援までのエコシステムを推進。

民間からの
スタートアップ
支援に移行

卒業
卒業生＜異能β＞

国際的な発信や展開・
知財保護等を支援

破壊的なICTイノベーションに挑戦する雰囲気を醸成する裾野の拡大

過去の応募者は5～89歳、40カ国 ← 多種多様な人材を対象としている
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 サイバーセキュリティ情報を国内で収集・蓄積・分析・提供するとともに、社会全体でサイバーセキュリティ人
材を育成するための共通基盤をNICTに構築し、産学の結節点として開放することで、サイバーセキュリティ対
応能力の向上を図る。

次のとおり活用可能な基盤を
NICTに構築。
国産セキュリティ情報の
収集・蓄積・分析・提供

幅広くサイバーセキュリティ情報を
収集・蓄積し、AIを駆使して
横断的に分析することで、高信頼で
即時的なセキュリティ情報を生成し、
政府・セキュリティ機関等に提供。

セキュリティ機器テスト環境
セキュリティ製品・サービスの開発を
推進するため、最新のサイバー攻撃
情報を活用し、その対応状況を
セキュリティ事業者がテストできる
環境を提供。

高度解析人材の育成
収集したセキュリティ情報を活用し
高度なサイバー攻撃を迅速に検知
・分析できる卓越した人材を育成。

人材育成のための基盤提供
NICTが有する人材育成に関する
環境・知見を民間・教育機関等に
開放し、自律的な人材育成を推進。

NICTERSTARDUST

サイバー攻撃
分析環境

サイバー攻撃観測網サイバー攻撃誘因基盤
成果
展開

大規模集約
データベース

AIを駆使した大規模横断分析
＋付加価値の付与

根拠・背景等が
説明可能な国産セキュリティ情報

提供

セキュリティ機器
テスト環境情

報
情
報

各種外部情報

政府機関・セキュリティ機関等

人材育成事業者 教育機関 ICTベンダ

サイバーコロッセオCYDER

オリパラ関係者向けサイバー演習実践的サイバー防御演習

民間が有する
各種演習教材

演習用大規模計算機環境

演習教材提供環境

コミュニティ形成による連携

受講者
挙動DB

成果
展開

最新の攻撃情報
（演習教材に反映）

受講者の挙動
（攻撃分析に活用）

教材変換ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
の開発・標準化

相
互
補
完

• マルウェア情報
• 指令サーバ情報
• 攻撃元IPアドレス情報
• 攻撃者/攻撃手法情報 等
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サイバーセキュリティ統合知的・人材育成基盤の構築（総務省）



本番同様の
データを

使用した演習

演習模様
専門指導員
による補助

チーム内での
議論を通じた
相互理解

 総務省は、情報通信研究機構(NICT)を通じ、国の機関、指定法人、独立行政法人、地方公共団体及び重要
インフラ事業者等の情報システム担当者等を対象とした体験型の実践的サイバー防御演習(CYDER)を実施。

 受講者は、チーム単位で演習に参加。組織のネットワーク環境を模した大規模仮想LAN環境下で、実機の
操作を伴って、外部のセキュリティ事業者の支援を受けることを前提としてサイバー攻撃によるインシデントの検知から
対応、報告、回復までの一連の対処方法を体験。

 全都道府県において、年間100回・計3,000名規模で実施。 参加申込 → https://cyder.nict.go.jp
※2017年度：100回・3,009名／2018年度：107回・2,666名／2019年度：105回・3,090名／2020年度：106回・2,648名

演習のイメージ
我が国唯一の情報通信に関す
る公的研究機関であるNICT
が有する最新のサイバー攻撃
情報を活用し、実際に起こりう
るサイバー攻撃事例を再現した
最新の演習シナリオを用意。

Web
サーバ

FW

インターネット

DMZ

DNS
サーバ

※業務用ネットワーク内からイ
ンターネットへのHTTP通信は
本プロキシサーバを経由する

※遮断通信のみ
ログ出力

※業務用ネットワーク
内の端末はDHCPによ
って動的にIPアドレス
が割り当てられる

プロキシ
サーバ

FWFWFW

ファイル
サーバ

無害化
サーバ

端末 端末

端末 端末

研究開発環境

端末

端末

業務用ネットワーク基幹系ネットワーク研究開発用ネットワーク

閉域ネットワーク閉域ネットワーク

AD
サーバ

メール
サーバ

DHCP
サーバ

各課のセグメント

研究データ
サーバ

端末

端末

端末

受発注管
理サーバ

Aソリューション(株)の運用支援範囲

SOC
監視対象

擬似
攻撃者

イ
ン
シ
デ
ン
ト
（
事
案
）

対
処
能
力
の
向
上

企業・自治体の
社内LANや端末
を再現した環境
で演習を実施

受講チームごとに
独立した演習
環境を構築

北陸StarBED技術センターの
大規模高性能サーバ群を活用

令
和
３
年
度
か
ら
新
規
開
設

令和３年度の実施計画
コース名 演習方法 レベル 受講想定者（習得内容） 受講想定組織 開催地 開催回数 実施時期

A

集合演習

初級 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ) 全組織共通 ４７都道府県 ６５回 ７月～翌年２月

B-1 中級 システム管理者・運用者
(主体的な事案対応・ｾｷｭﾘﾃｨ管理)

地方公共団体 全国１１地域 ２１回 10月～翌年２月
B-2 地方公共団体以外 東京・大阪・名古屋・福岡 １３回 翌年１月～２月

C 準上級 セキュリティ専門担当者
(高度なセキュリティ技術) 全組織共通 東京 ２回 翌年１月～２月

オンラインA ｵﾝﾗｲﾝ演習 初級 システムに携わり始めた者
(事案発生時の対応の流れ) 全組織共通 （受講者職場等） 随時 11月～翌年２月

(6~8月に試験提供予定)

CYDER： CYber Defense Exercise with Recurrence
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ナショナルサイバートレーニングセンターの強化（総務省）
（実践的サイバー防御演習(CYDER)   

https://cyder.nict.go.jp/


 日本国内に居住する25歳以下の若手ICT人材を対象として、新たなセキュリティ対処
技術を生み出しうる最先端のセキュリティ人材（セキュリティイノベーター）を育成。

 NICTの持つサイバーセキュリティの研究資産を活用し、実際のサイバー攻撃関連データに基づいたセキュリティ技術
の研究・開発を、第一線で活躍する研究者・技術者が１年かけて継続的かつ本格的に指導。
（2017年度:39名、2018年度:46名、2019年度:45名、2020年度:41名、合計171名が修了）

 受講者は、NICTの有する遠隔開発環境※を活用し、年中どこからでも遠隔開発実習が可能。また、集合イベント
として、座学講座（研究倫理）やハッカソン等を実施。
※ NONSTOP（NICTER Open Network Security Test-out Platform）では、NICTの長年にわたるサイバーセキュリティ研究によって得られた膨大なセキュリティ関連データを

活用することができ、NONSTOP内に整備された様々な研究開発・解析用ツール類と、他では触れることのできない貴重なデータを用いて研究・開発に取り組むことが可能。

ハイ
レベル層

通常のシステム開発者層

年６回の集合研修（座学講座等）、
成果発表会・OB交流会＋通年の遠隔開発実習

の組合せによる総合的な人材育成プログラム

座学講座 グループディスカッション

若手セキュリティ
人材の育成

セキュリティ分野を
リードする創造的

人材の育成

創造的人材間
の人的ネット
ワークの醸成

全国各地
から発掘

各地の専門家
・企業との連携

毎年４月頃に受講者を募集
詳細は「SecHack365」で検索
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SecHack365(総務省) －サイバーセキュリティ人材の育成－



：事業協働地域

Ｄ 大学企 業

Ｂ 大学

Ｃ 短大

E 高専

地方公共団体

Ａ 大学
（ 事業責任大学）

企 業 地方公共団体

Ｎ Ｐ Ｏ

体 制

◎ 地方創生に向けては、当該地域にある高等教育機関が核となって、その地域の経済圏における教育と職業、教育と新たな産業を結びつけていく活動が不可欠。
◎ 人生100年時代においては、高等教育機関には多様な年齢層の多様なニーズを持った学生を教育できる体制が必要となるため、いわゆる就職氷河期世代も含

めた様々な社会人に対しても受けやすく即効性のある出口一体型人材養成の確立が求められる。

事業概要 2019年卒の大卒新卒採用予定人数の充足率

地域の高等教
育機関におい
て養成すべき
人材像の検討

ブロックごとの拠点地域を設定

57.9%
50.0% 50.7%

89.0%

61.8%

85.4%
92.0%

65.6%
77.1%

46.8%

72.7%

40.0%
50.0%
60.0%
70.0%
80.0%
90.0%

100.0%

※ 2019年4月17日「地域経済社会システムとしごと・働き方検討会」提出資料より
リクルートワークス研究所,「ワークス採用見通し調査2018」（従業員規模、業種によってウェイトバックしたもの）

①

•大学群、地方公共団体、企業等が連携・協働し、当該地域が養成すべき（産業）人材像の分析・検討

•分析・検討結果に基づき、当該（産業）人材を養成するための指標を作成

②

•指標に基づき、大学における学修と、出口（就職先）が一体となった教育プログラムの構築・実施

•各事業実施大学の運営モデルを取りまとめ、横展開

取 組

学位課程
（学士・修士・博士 等）

履修証明
プログラム
（１年程度）

短期プログラム
（半年程度）

学
生

社会人
受講

サーティフィケート
（学位、資格、学修証明 等）

単
位
の
積
み
上
げ

• 大学は、60～120時間の履修証明プログラム（BP）を開発し、出口（就職先）と一体となって実
施・展開。

• あわせて、履修証明プログラムを含めた単位の積み上げによる体系的なカリキュラムを構築
し、プログラムを修めた者にはサーティフィケート（学位、資格、学修証明 等）を授与。

• 社会人の地方への転職や学び直しニーズにも対応可能となるよう、実践的なプログラムの開
発と全学的な推進体制の整備を実施。

＜教育プログラムの分野（イメージ）＞
食品、 AI・IoT利活用、医療・福祉、エネルギー・ものづくり、地場産業、国際・観光、公務員・教員

学生や社会人の地元就職出
口

サーティフィケートと連動 地域に求められる人材育成

機関としての大学の機能強

化、地域活性化

成

果

令和4年度予算額（案） 220百万円
(前年度予算額 226百万円)

◎ 事業責任大学を中心に、大学・地方公共団体・企業等の各種機関が協
働し、地域が求める人材を養成するための指標と教育カリキュラムを構築。

◎ 指標に基づき、出口(就職先)が一体となった教育プログラムを実施する。

― 事業期間：最大５年間（令和２年度～令和６年度）
― 実施件数：４件（令和２年度選定分を継続実施）

(COC+R)

【 背景 ・ 課題 】

（Center Of Community + Regional revitalization）
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大学による地方創生人材教育プログラム構築事業



・農業大学校は、農業の技術力や経営力の養成を図る農業教育施設であり、42道府県において設置
・農業改良助長法による協同農業普及事業の一環として、道府県が条例により設置し運営

・入学者は、近年横ばい
・入学者のうち、非農家出身者の割合が増加

年度
【入学年月】

2014(H26)
【入学年月H26.4】

2017(H29)
【入学年月H29.4】

2020(R2)
【入学年月R2.4】

定員 2,290 2,320 2,210

入学者 1,875 1,879 1,761
入学者のうち

非農家出身者の割合 53％ 58％ 63%

年度
【卒業年月】

2014(H26)
【卒業年月H27.3】

2017(H29)
【卒業年月H30.3】

2019(R1)
【卒業年月R2.3】

卒業生 1,772 1,785 1,709

就農者 1,048 987 931

就農率 59％ 55％ 54%
就農者のうち

雇用就農者割合 50％ 59％ 63%※就農者は、兼業で農業に従事している者、農業研修を継続している者を含む。
出典：全国農業大学校協議会調べ

養成課程（２年）

・42道府県が設置
・主な学生は高校卒業者

・道府県立農業大学校42校の
うち、11校に設置

・主な学生は農業大学校養成
課程修了者

・就農希望の社会人や、
キャリアアップを目指す
農業者などが受講

研究課程（1～2年）

道府県立農業大学校の基本的なコース

道府県立農業大学校(養成課程)をめぐる状況
・卒業生の就農率は、近年50%前後で横ばいで推移
・就農者のうち、雇用就農する者が増加傾向

研修課程（～数ヵ月）
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道府県立農業大学校の概要（農林水産省）



・人手不足の農業に人材を呼び込むためには、若者に限らず、社会人を含む幅広い世代にも目を向ける必要
・農業大学校においても、社会人の就農希望者が受講できるコースを開講し、実践的なリカレント教育を推進

リカレント教育の例(山形県立農林大学校)就職氷河期世代支援に関する行動計画2019(抜粋)
（令和元年12月23日就職氷河期世代支援の推進に
関する関係府省庁会議決定）
③農業、林業、漁業への新規就業者の確保・育成

ア）農業
・ 就農準備段階から経営開始後まで一貫した地域にお

けるサポート体制づくり、実践的なリカレント農業教
育の実施に必要な施設設備の整備、リカレント教育研
修の実施経費を支援する。

食料・農業・農村基本計画（抜粋）
（令和２年３月閣議決定）

第３ 食料、農業及び農村に関し総合的かつ計画的に講ず
べき施策

２．農業の持続的な発展に関する施策
（１）力強く持続可能な農業構造の実現に向けた担い手

の育成・確保
② 経営継承や新規就農、人材の育成・確保等

イ 農業を支える人材の育成のための農業教育の充実
さらに、就職氷河期世代をはじめとした幅広い世

代の就農希望者に対する実践的なリカレント教育を
推進する。

【研修コース】
・新規就農支援研修 ・農業ビジネス支援研修
・経営定着・発展支援研修 ・農業機械安全使用研修
・農業理解促進研修 ・企業経営体育成研修
・女性農業者育成研修 ・林業基礎研修
・働きながら学ぶ農業入門講座

働きながら学ぶ農業入門講座
他産業に従事しながら本格的な就農を目指すた

めに学ぶ夜間講座と休日の現地研修
1.稲作入門講座
2.果樹入門講座
3.野菜入門講座

新規就農支援研修
本気で農業を始めたいという方向けの、就農に必要
な知識と技術の習得を支援する研修（1年間）
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農業大学校のカリキュラム（リカレント教育）（農林水産省）
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ESD推進ネットワーク（環境省）
Education for Sustainable Development＝持続可能な開発のための教育



平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

●経営人材育成拠点構築に向けた産学官の取組 観光ＭＢＡプログラム概要

【科目例】
・経営戦略
・人材マネジメント
・ホスピタリティ・マネジメント
・International Accounting 等

【科目例】
・ツーリズム産業論
・京都・観光文化論
・デスティネーション・マネジメント論
・Global Tourism and Hospitality 

Management 等

一橋大学大学院経営管理研究科
ホスピタリティ・マネジメント・プログラム

京都大学経営管理大学院
観光経営科学コース

募集人員：10名
於：千代田キャンパス
平日夜間・土曜日に開講

募集人員：10名
於：吉田キャンパス
平日日中に開講

ホスピタリティ産業の将来を
担う高度経営人材を育成

日本の観光の地域と産業を活性化する
経営人材を育成

○我が国の観光産業は経営手法を長年の「勘」や「経験」に頼ってきた場合も多く、労働生産性の低さや離職率の高さ等、様々課題がある。
○そのため、科学的な経営やマーケティング等の実施による観光産業の収益力向上・魅力化を推進し、国際競争力を強化する必要がある。
○しかし、我が国の経営人材育成システムは脆弱であり、経営人材育成拠点の構築が不可欠である

⇒一橋大学及び京都大学に、観光に特化したＭＢＡ（経営学修士）コースを創設。
観光関連企業の経営に携わる社会人を対象にした２年間の講義を通じ、我が国の観光産業をけん引するトップレベルの経営人材を育成

概要

●ワーキンググループの開催（４回）
➢「観光ＭＢＡ」設置に向けた議論
➢業界のニーズの確認（求める人材・科目等）
●周知啓蒙
➢新聞紙面に於いて観光経営人材育成の重要性を啓蒙

コーネル大学やセントラルフロリダ大学の先進的なプログラムや
業界の意見を参考にし、観光経営に特化した効果的なプログラムを構築

●ワーキンググループの開催（３回）
➢両大学にて模擬授業を実施
●周知啓蒙
➢観光経営人材育成フォーラムを開催
（ゲスト：星野リゾート代表 星野佳路氏 等）
●１年生用カリキュラムの開発

●ワーキンググループの開催（３回）
➢「観光ＭＢＡ」取得者の活躍促進について議論
●周知啓蒙
➢「観光ＭＢＡ」の重要性を新聞紙面に議事広告掲載
●２年生用カリキュラムの開発

「観光ＭＢＡ」開学

●産学官連携協議会の開催（３回）
➢「観光ＭＢＡ」の横展開や今後の観光経営人材育成

について議論

平成30年度（１期生） 両大学合わせて、17名が入学（卒業済）
平成31年度（２期生） 両大学合わせて、19名が入学（卒業済）

令和２年度（3期生） 両大学合わせて、23名が入学
令和３年度（４期生） 両大学合わせて、18名が入学

ホテル、旅行会社、ＤＭＯ、鉄道会社、航空会社等、
観光関連事業者のマネージャー層、中堅社員等が受講

令和2・３年度 ●産学官連携協議会の開催（1～2回）
➢これからの観光産業に求められる人物像等について議論 81

観光産業の経営人材育成事業（「観光ＭＢＡ」）（観光庁）



○平成27年度以降、地方における観光人材育成のため、全国各地の14大学を拠点とした、リカレント教育を推進してきたところ。
○各地の大学において「SDGｓ」や「MICE」「ウェルネスツーリズム」といった、地域の特色を活かしたプログラムが開発・開講され、これまで約
600名の受講生を輩出してきた（令和3年9月時点）。

概要

事業イメージ 小樽
商科
大学

大分
大学 和歌

山大
学

青森
大学

鹿児
島大
学

東洋
大学

明海
大学

関西
国際
大学

信州
大学

横浜
商科
大学

愛媛
大学

滋賀
大学

北陸先端

科学技術

大学院大学

山口
大学

観光産業界

観光庁

広報・周知

協力要請
ニーズの把握

要望調査

教育プログラム開発支援

講師派遣

受講生の派遣

人材の輩出

コンソーシアムを形成し、全国で観光産業にお
ける経営人材の育成事業を継続して展開。

目指すべき姿
① 教育プログラムのブラッシュアップ
・採択校へ合計で2年間の社会人向け講座の

ブラッシュアップを支援（H27年度から累計14大学）。

②産学連携コンソーシアムの構築・運営
・産学連携によるコンソーシアムを構築し、

ノウハウの共有や講師派遣協力を実施。

③ 全体会議・合同研修の実施
・観光庁主催による全体会議や合同研修を実施し、

ノウハウを共有。
・各地域で産学官による自走化検討会を開催し、

自律的かつ継続的なプログラム実施の仕組み作りや
協力体制を構築。

大学名 講座テーマ 大学名 講座テーマ

小樽商科大学 観光産業の中核を担う経営人材育成 関西国際大学 ツーリズムプロデューサー養成

大分大学 宿泊業の伝統と経営革新 信州大学 ユニバーサルフィールド・コンシェルジュ養成

和歌山大学 観光・地域づくり 横浜商科大学 MICEビジネス中核人材育成

青森大学
実践から学ぶ自然環境資源を生かす体験型観光商
品の開発手法

愛媛大学
愛媛県・四国の儲かる観光サービス業を担う中核人
材育成

鹿児島大学
世界自然遺産によるエコツアーDMO形成のための
中核人材育成

滋賀大学 ウェルネスツーリズムプロデューサー養成

東洋大学 ホスピタリティ産業における女性活躍と組織づくり
北陸先端科学技術大
学院大学

観光コア人材育成

明海大学
地域の観光産業の強化を担う宿泊施設のための中
核人材教育

山口大学 SDGｓによる山口県のスポーツ観光 82

観光産業の中核人材育成・強化事業（観光庁）



②研修・セミナー等の受講によるDMOの中核人材の育成
DMOの中核人材の確保及び育成に資する以下の取組に係る費用を支援

・他のDMOとの人材交流
・先進的な海外観光地域への視察
・研修・セミナー等の受講

観光地域づくり法人（DMO）等の地域人材の育成として、以下の支援を実施

①外部専門人材を活用したOJTによるDMOの中核人材の育成
以下の４分野において専門性を有する人材をDMOが登用するために要する費用を支援

・インバウンドに関するデータ分析・誘客戦略の策定
・外国人旅行者に選好される魅力的なコンテンツの開発・強化
・外国人旅行者が快適かつ安全に周遊・滞在できる受入環境の整備
・国外向けの戦略的な情報発信・プロモーション

③DMOが実施する地域の中核人材の育成
地域事業者の中核人材の育成のため、DMOによる以下のセミナー実施に係る費用を支援

・滞在コンテンツの充実
・受入環境整備

観光地域づくり法人（ＤＭＯ）等の中核となる地域人材の育成（観光庁）
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地域再エネ事業の持続性向上のための地域中核人材育成事業
イメージ

○ 労働力の公正な移行 （パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略（2021年10月22日閣議決定）第１章３．2050年カーボンニュートラルに向けた６つの視点＜抜粋＞）

脱炭素社会へ向かう際の労働移行を円滑かつ遅滞なく進めるため、国、地方公共団体及び企業や金融機関が一体となって、各地域における労働者の職業訓練、企業の
業態転換や多角化の支援、新規企業の誘致、労働者の再就職支援等を推進していく。あわせて、地域社会・地域経済についても、円滑に移行できるよう取り組んでいく。

炭素中立型社会の実現に向けた人材育成について（環境省）
令和４年２月25日 中央環境審議会地球環境部会・総合政策部会炭素中立型経済社会変革小委員会（第１回）資料より
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 地域の脱炭素の現場（行政、企業等）で人材不足の声あり。求められる人材像を明らかにすることが必要
ではないか。また、そのような人材像を念頭に置いて、即戦力の供給・中長期的な人材育成の両面から取り組
んでいくことが必要ではないか。

 脱炭素の推進による地域の雇用の創出と労働力の公正な移行の関係についても検討が必要。

現状の取組 人材面の課題（例）

行政  特に小規模自治体を中心に、そもそも人員がいない／
具体的に何をしたら良いか分からない、との声多数

中小企業  具体的に何をしたら良いか分からない／
脱炭素のための専門人材がいない、との声多数

大企業  脱炭素に関する専門人材が一定数はいるが、ニーズに
対して十分ではない

NPO  「環境意識の普及啓発」については一定の体制はある
ものの、具体的な削減行動の実施については不足気味



必要な人材イメージ 求められる能力イメージ

地域の経済社会の変革のため、ステークホルダーの連携が不可欠グリーンで地域の活性化

地域脱炭素を推進する人材の育成・確保（求められる人材イメージ）
令和４年３月２日 中央環境審議会地球環境部会・総合政策部会炭素中立型経済社会変革小委員会（第２回）資料より

 地域の脱炭素を推進のため、脱炭素技術と地域をつなぐ人材の育成・確保が必須。
 脱炭素技術の知識に加え、地域デザインの能力、関係者との合意形成能力が必要。
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 リーダーシップ（統合的なビジョンの作成、地域を経営する
視点、地域共生型のプロジェクトをアレンジする能力等）＝

 つなぐ（地域内外をつなぐ能力、関係者との合意形成能力
等＝

 専門知識（エネルギー（電気・熱）、機械、建築等の脱
炭素技術、プロジェクト収支等に関する知識等＝

地域との対話、
関係者の巻き込み

コーディネート人材

リーダー人材
統合的なビジョンを描き、
地域全体をけん引

専門人材
個別分野の専門家。
脱炭素技術の設計や導入



（参考）前回の議論を受けた追加資料
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Medical Scientist Training Program（MSTP）

〇アメリカ国立衛生研究所（National Institutes of Health, NIH)の国立一般医科学研究所（National 
Institute of General Medical Sciences, NIGMS)が1964年から行っているグラントのプログラム（T32）。

〇臨床医（MD)と医学博士（Ph.D.）の取得を短期間で効率的に行う各大学のプログラムを指定し、そのプログ
ラムの受講生を援助する（給付型）。

〇現在、ニューヨーク大学、ノースウェスタン大学、ワシントン大学等で50のMD-PH.Dの参加プログラムがあり、毎年
約1000人を助成している。

〇本プログラムの卒業生は、臨床医でありつつも、博士号の取得者と同等にレベルの高い研究活動を行っている。

カリキュラムの例
①ニューヨーク大学 Traditionalコース
（https://med.nyu.edu/research/vilcek-institute-graduate-biomedical-sciences/md-phd-program/academics/curriculum）

②メイヨ―医科大学 Legacyコース
（https://college.mayo.edu/academics/biomedical-research-training/medical-scientist-training-program-md-

phd/curriculum/）

各HPを参考に内閣官房作成。
（出典）NIH HP：https://www.nigms.nih.gov/Training/InstPredoc/Pages/PredocOverview-MSTP.aspx

https://www.nigms.nih.gov/Training/InstPredoc/Pages/PredocOverview-MSTP.aspx
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【参考】日本におけるMD-Ph.Dコース
（研究医養成のための大学・大学院を一貫した教育プログラム）の例

臨床研修医学部 大学院博士課程

従来の
学年進行

D１ D２ D３ D４１ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２

臨床研修医学部 大学院博士課程

ＭＤ－ＰｈＤ
コース

D２ D３ D４１ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２

医学部

D１

臨床研修医学部 大学院博士課程
東京大学

MD研究者育成
プログラム D２ D３ D４１ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２D１

岡山大学ART
プログラム

▲医師国家試験

▲医師国家試験

▲医師国家試験

少人数特別教育

ART（Advanced Research Training Program）

D３ D４
４ ５ ６

２
１ ２

D１ D２
１

３

臨床研修
医学部

大学院博士課程▲医師国家試験Pre-ART
学部在籍中に大学院講義履修、研究開始

学部から大学院へ途切れなく進むことができるよう、各大学において取組が進められている。

１ ２ ３ ４ ５ ６ １ ２ 臨床研修 専門研修

▲
個別の入学資格審査

D１ D２ D３ D４

大学院博士課程

出典：平成25年医師臨床研修部会報告書・改



文系学部における一般入試で数学を課している私立大学の例

①TEAPスコア利用型入試の大学独自試験として、文系
型受験においては、数学Ⅰ,A,Ⅱ,B「数列」「ベクト
ル」を課している（理系型受験では数学Ⅲも必須）。
②学部学科試験・共通テスト併用型では大学入学共通テ
ストにて数学ⅠA/ⅡB必須、及び独自試験にて数学
Ⅰ,A,Ⅱ,B「数列」「ベクトル」を課している。
③共通テスト利用型では大学入学共通テストにて数学
ⅠA/ⅡBを必須とする。

A方式（大学入学共通テストのみ）、B方式（大学独自
の入試のみ）、C方式（大学入学共通テストと大学独自
の入試の併用）、グローバル方式（英語の資格・検定試
験のスコアを出願資格としたうえで、大学独自の入試の
み）のいずれにおいても、数学I,Ⅱ「数列」「ベクト
ル」,A,Bを必須とする（C方式及びグローバル方式の大
学独自の入試では数学Ⅲも含む。）。

一般選抜（大学入学共通テストと大学独自の試験の併用
）において、大学入学共通テストの数学ⅠAを必須科目、
数学ⅡBを選択科目とする。
また、大学入学共通テスト利用入学試験（大学入学共通
テストのみ）においては、数学ⅠA/ⅡBを必須とする。

商学部・経済学部ともに数学Ⅰ,Ⅱ,A「場合の数と確
率」「整数の性質」「図形の性質」,B「数列」「ベクト
ル」を必須とするA方式と、数学の代わりに、経済学部
は地理歴史、商学部は論文テストを必須とするB方式の
2つの方式から選択できるが、経済学部においてはB方
式の定員210名に対してA方式は倍の420名、商学部に
おいてはB方式の定員120名の４倍の480名を定員とし、
数学を必須とする入試方式から多く学生を確保している。
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上智大学 経済学部経済学科 早稲田大学 政治経済学部

東京理科大学 経営学部 慶應義塾大学 経済学部・商学部

各大学HPを基に内閣官房作成。



イ
ノ
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ー
シ
ョ
ン
・

エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
形
成

背景・課題
• 将来の不確実性や知識集約型社会に対応したイノベーション・エコシステムを産学官の共創

（産学官共創）により構築することが必要。
• 今後、ウィズ・ポストコロナの社会像を世界中が模索する中、産学官民で将来ビジョンを策
定・共有し、その実現に向かって取り組むことが必要。

• 経済が厳しい状況にある中、国が重点的に支援し、大学等を中核とした組織対組織の本
格的な共同研究開発の推進と環境づくりを進めることが重要。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年６月閣議決定）抄】
・地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年
度中に策定し、（中略）研究開発により地方の産業創出を推進する。

【統合イノベーション戦略推進会議 官房長官発言（令和３年６月）】
・第三に、地域の中核となる大学の持つ可能性を、最大限引き出す政策パッ
ケージの在り方について議論しました。（中略）科学技術担当大臣・文部科
学大臣は、関係大臣と連携の上、年度内に、地域の中核となる大学の振興
パッケージを策定してください。

事業概要
• ウィズ・ポストコロナ時代を見据えつつ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）に基づく未来のありたい社会像を拠点ビジョン（地域共創分野では地域拠点ビジョン）

として掲げ、その達成に向けた、①バックキャストによるイノベーションに資する研究開発と、②自立的・持続的な拠点形成が可能な産学官連携マネジメントシステムの構
築をパッケージで推進。

• 地域の中核となる大学の持つ可能性を最大限引き出すために、地域共創分野等の拡充に加えて、URAや経営層等の大学マネジメント人材の育成・確保や、大学発ス
タートアップ創出のための体制構築についての先導的取組を追加的に支援。

国 JST

運営費
交付金

大学・
国立研究開発法人等

委託

A大学・
研究開発法人

C自治体

B企業

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
型

産
学
官
連
携
の
一
体
的
推
進

共創の場形成
支援プログラム
（COI-NEXT）

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。進捗管理、ネットワー
キングや発展シナリオ等のハンズオン支援及び本格型への移行審査を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：23拠点程度（新規10拠点程度）

本
格
型

①知識集約型社会を牽引する大学等の強みを活かし、ウィズ・ポストコロナ時代の未来のありたい
社会像実現を目指す産学官共創拠点（共創分野）、②国の重点戦略（政策重点分野）を
踏まえた拠点、③地域大学等を中心とし、地方自治体、企業等とのパートナーシップによる、地域
の社会課題解決や地域経済の発展を目的とした拠点（地域共創分野）について、価値創造の
バックキャスト研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：26拠点程度（新規16拠点程度）

OPERA
(継続のみ)

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型連携による非競争領域
の大型共同研究と博士学生等の人材育成、大学の産学連携システム改革等を一体的に推進。

支援規模：共創PF育成型 1.7億円/年
OI機構連携型 1億円/年

支援期間：原則5年度(育成型6年度）

育成型・本格型合わせて約85億円

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、SDGsに基づく未来のあるべき社会像を探索し、
参画する組織のトップ層までビジョンを共有。ウィズ・ポストコロナ時代の国の成長と地方活性化、
持続可能な社会の実現を目指す。

「人が変わる」
SDGs×ウィズ・ポストコロナ

に係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

ビジョンからバックキャストし、研究開発目標と課題を設定。組織内外の様々なリソースを統
合することで最適な体制を構築し、デジタル技術も活用しつつ、イノベーション創出に向けた
研究開発を実施。ビジョン実現に必要な社会実装、社会システム変革を目指す。

産学官共創拠点を自立的に運営するためのシステム（産学官共創システム）を構築。プロ
ジェクト終了後も、代表機関が中心となり持続的に運営。

「大学が変わる」
持続的な産学官共創
システムの整備・運営

連携のイメージ

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

ウィズ・ポストコロナの
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進
自立的に運営するための

仕組みと体制を構築

SDGs×ウィズ・ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学官共創
システム

（３つのポイント）

令和4年度予算額（案） 13,751百万円
（前年度予算額 13,734百万円）

※運営費交付金中の推計額

応募

応募
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共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-



【特徴】
 応募者の中から受講生を選抜。

一次段階：講義や演習などが中心。研究活動の素養となる基礎
的な幅広い知識や技法を身につける育成プログラム

二次段階：重点的に育成する者を選抜し、研究活動などを通して
個の能力をさらに伸長

 二次段階（研究活動）を重視し、より高いレベルの研究の長期間
化を目指す。

 異分野融合や地域性を生かした取組を推進

大学

運営費
交付金

採択

海
外
の
理
数
先
進

大
学
・
高
校
等

研
鑽
・
交
流

各主体が連携して、
国際的科学技術人材
の育成を促進

主機関：大学
連携機関：教育委員会等

更なる能力の伸長

他大学、
民間企業等

「国際的科学技術人材」を育成
する教育プログラムの実施

意
欲
能
力
の

あ
る
高
校
生

参加

教育委員会

将来グローバルに活躍する国際性・専門性を備えた科学技術人材の育成

国

事業開始：平成26年度
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背景・目的

事業概要 事業スキーム

 グローバル化の進む現在、国際的に活躍できる人材の輩出は急務。学校教育では対応しきれない、個に応じた学習による才能の
伸長も重要。 →将来グローバルに活躍し得る次世代の傑出した科学技術人材の育成

地域で卓越した意欲・能力を有する高校生等の幅広
い発掘、及び、選抜者の年間を通じた高度で実践的
講義や研究を実施する大学を支援。併せて、国際性・専
門性の観点から幅広い視野を付与。

 採択期間：4年間
 実施規模：12機関程度

（うち令和4年度新規
：4機関程度）

 支援額：30百万円～35百万円
程度／機関・年

 対象：高校生等
 受講生数：40名程度／機関・年

令和4年度予算額(案) 410百万円
(前年度予算額 410百万円)

※運営費交付金中の推計額

グローバルサイエンスキャンパス
（大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整備支援）



 採択期間：5年間
 実施規模：30機関程度

（うち令和4年度新規
：10機関程度）

 支援額：10百万円/機関・年
 対象：小学校５年生～中学生

国 大学・高専・
民間団体等運営費

交付金
採択

ノーベル賞受賞者との実験

 Society 5.0の実現に向け、未来を創造する人材の早期育成が重要
 理数・情報系分野に関して突出した意欲や能力のある小中学生に対する取組が希薄

理数分野で特に意欲や突出した能力を有する全国の小中
学生を対象に、大学等が特別な教育プログラムを提供し、
その能力等の更なる伸長を図る。

事業開始：平成29年度
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背景

事業概要 事業スキーム

【特徴】
 応募者の中から受講生を選抜。

一次段階：講義や少人数での実験、最先端施設見学など、科学
の基礎を学習し、科学技術人材としての基盤を構築。

二次段階：特に意欲、能力の高い小中学生者を選抜し、研究活
動などを通して創造性・課題設定能力・専門分野の能
力を伸長。

 全国規模のイベント
地域や専門分野を超え、小中学生が集い切磋琢磨する機会の提供
ノーベル賞受賞者等による講義・実験
国内トップ層の大学生・高校生徒の交流 等

令和4年度予算額(案) 270百万円
(前年度予算額 270百万円)

※運営費交付金中の推計額
ジュニアドクター育成塾
（大学等と連携した科学技術人材育成活動の実践・環境整備支援）



科学と社会の関係を深める日本最大級のオープンフォーラム。

2006年より毎年11月に開催。各地においてアゴラ連携企画も年に複数開催。

子どもから大人まで、セクター・国境・世代を越えて多様な主体が集い、

対話し、協働の芽を育む場。

近年はSDGsに代表される社会課題の解決にフォーカスしたプログラムも多数。

主催：科学技術振興機構（JST）

会期 ： プレ 10/10（日）-11（月）
※「デジタルの日」関連企画

本体 11/3（水・祝）-7（日）

テーマ ： Dialogue for Life

開催形式：オンライン
※コロナ禍で2年連続。リアル開催時は東京・お台場で開催

企画数：103件

参加者数： 10,614人 （最終日 11/ 7 17:30 時点）

※総視聴回数： 20,073回 （11/30 17：00 時点）

参考：https://www.jst.go.jp/sis/scienceagora/2021/index.html

サイエンスアゴラ2021開催概要

サイエンスアゴラ in 大阪の様子（ハイブリッド形式で開催）

サイエンスアゴラ2021の様子

サイエンスアゴラについて
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◆公立学校教員採用選考試験は、任命権者である都道府県・指定都市教育委員会等において実施されている。

○公立学校教員採用選考試験の内容例

＜一次選考＞
（筆記試験）

○一般教養や教職教養に関する試験
・人文・社会・自然科学に関する一般的な教養について
・教育関係法規、教育原理、教育心理など教員として必要な教養及び知識について

○教科専門に関する試験
・指導内容や指導方法など教科の専門的知識及び能力について

（面接試験）
○個人面接、集団面接、集団討論 など

＜二次選考＞
（筆記試験） （面接試験）

○小論文 ○個人面接、集団面接、集団討論、模擬授業 など

（実技試験） （その他）
○体育、音楽、美術、英会話 など ○適性検査

◆特定の資格や経歴等をもつ者を対象に特別の選考（※）が実施されている。
※「特別の選考」には、一部試験免除、加点、特別免許状を活用した選考、その他の特別の選考を含む。

○各県市における特別の選考の実施状況（／68県市）
教職経験 ：68県市 英語の資格等 ：63県市 民間企業等勤務経験 ：56県市 等
（出典）令和３年度（令和２年度実施）公立学校教員採用選考試験の実施方法

◆近年、受験年齢制限の緩和が進んでいる。

○各県市における受験年齢制限の状況（／68県市）
制限なし：47県市 51-58歳：1県市 41-50歳：18県市 36-40歳：2県市
（出典）令和３年度（令和２年度実施）公立学校教員採用選考試験の実施方法 94

公立学校教員採用選考試験の概要
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教員採用選考試験における特別な選考の実施状況

令和３年度（令和２年度実施）
公立学校教員採用選考試験から、
独立行政法人情報処理推進機構
が行う情報処理技術者試験合格
者等に対し、10県市において、
一部試験免除・加点・特別免許
状の活用といった特別な選考が
実施された。

※対象とする資格・実施される特別
の選考の内容は自治体によって異な
る。

出典：令和３年度公立学校教員採用選考試験の実施方法



■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよ
う、 教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例
【単 位 化】 ・特別支援教育 ・外国語教育
【必修内容として明確化】 ・ICTを用いた指導法 ・道徳教育の理論 ・学校体験活動
・チーム学校への対応 ・総合的な学習の時間の指導法 ・アクティブ・ラーニングの視点に
立った授業改善 ・学校安全への対応 ・学校と地域との連携 ・キャリア教育 等

■教科や学校種によって異なる教職課程のうち、共通性の高い
「教職に関する科目」において、全大学の教職課程で共通的に
修得すべき資質能力を明確化

■教職課程の認定を行う際に確認すべき事項として活用
（平成30年の全大学の課程認定から活用）

■教科のうち、英語については特に指導法、専門科目についても作成

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（平成27年12月中央教育審議会答申）

全体目標 教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学
問とを関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標
学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導
案を作成できる。
模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など意欲的な取り組みが実施可能となる

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

平成31年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万
9,416課程で履修内容を充実させた教育課程の開始

✔平成28年の法改正及び平成29年の省令改正により、学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応するため、特別支援教育の充実や、ＩＣＴを用い
た指導法等の内容が新たに盛り込まれたところ。

✔教職課程を有する全ての大学等（1,283校）に設置される合計1万9,416課程に上記内容が盛り込まれたことを国において審査・認定し、平成31年４月より新た
な教職課程が始まった。

教員養成に関する近年の政策動向について
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＜今後のスケジュール＞
令和２年10月 令和３年４月 令和４年４月

教職課程等の開始省令の改正及びコアカリ
キュラムの作成 授業科目の整備教員養成部会での議論

国

大
学

入 学

総論の修得

社会一般の教養

実践による
総まとめ

卒 業

教科毎に分化し
た修得

「情報機器の操作」（２単位）

「各教科の指導法（情報機器及び教材の活用
を含む。） 」の一部

＜現行のICT修得の状況＞

現状、制度上の位置付けなし

「教育の方法及び技術（情報機器及び教材の
活用を含む。）」の一部

点検評価の仕組みなし

大学において順次開設される「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」を「情報
機器の操作」と選択可能とする（いずれか２単位）。

※「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」を開設している大学は原則、教職課程の学生に
当該科目を修得させることを求める。

教科毎にICTを活用する授業をまとめた動画コンテンツ等の活用※による「各教科の指導
法（情報通信技術の活用を含む。） 」の内容の充実

＜新たなICTの修得体制＞

「教職実践演習」においてICTを活用した演習（例えば模擬授業等）を行うこととする

含むこととされている「（情報機器及び教材の活用）」を切り出し、当該内容に関して、
新たに「情報通信技術を活用した教育の理論及び方法」 を事項に追加し、１単位以上

修得することを求める。
加えて、追加された事項に関するコアカリキュラムを作成。

・自己点検評価を通じて大学が自ら確認（令和３年５月７日「教育職員免許法施行規則
等の一部を改正する省令」施行・公布/「教職課程の自己点検・評価及び全学的に教職課程を実
施する組織に関するガイドライン」策定）
・大学における点検状況の国によるフォローアップ（令和２年10月５日「教職課程における教
師のICT活用指導力充実に向けた取組について」）

「教職実践演習の実施に当たっての留意
事項」（課程認定委員会）の改正

国等が作成した動画コンテンツ等の提供

省令改正、
追加事項に関するコアカリキュラムの作成

省令改正

省令改正、ガイドライン策定
及び通知

令和４年２月末届出〆
※令和４年度科目開設の場合

※なお、①事項の切り出しのため課程認定は不要とし届出によること、②担当教員の業績は当分の間、「教育の方法及
び技術」又は、「各教科の指導法」の業績で可とすること、③新たな事項は、シラバスにおいて１単位分以上開設されて
いることが確認できることを条件として「教育の方法及び技術」と併せての開設を可とする。

※新たに追加される事項においても活用することとする。

教職課程におけるICT活用に関する内容の修得促進に向けた取組
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令和４年度からの新高等学校学習指導要領の着実な実施に向けた
高等学校情報科担当教員の採用・配置の促進・専門性の向上について（概要）（令和３年11月29日）
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